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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　基地局装置と移動局装置とを備える通信システムにおいて、
　前記通信システムで使用されない周波数帯を両側に有する通信リソースを同時に複数使
用して通信する際に、
　前記移動局装置は、
　使用可能な前記通信リソースのそれぞれの周波数帯域幅を示す情報であって前記基地局
装置から取得した前記情報を使用して前記各通信リソースにおいてサブバンドを構成する
リソースブロックの数を前記各通信リソース毎に決定し、
　前記リソースブロックの数を使用して前記各通信リソースにおいて前記サブバンドを特
定し、
　前記サブバンド毎の受信品質の指標を前記基地局装置にフィードバックし、
　前記基地局装置は、
　前記サブバンド毎の受信品質の指標を用いて、前記移動局装置宛のデータのスケジュー
リングおよび／または送信パラメータの設定を行うことを特徴とする通信システム。
【請求項２】
　前記通信リソースのそれぞれにおいて、周波数方向に配置される前記複数のリソースブ
ロックに対して、周波数方向に従って付された番号の最小番号から順に前記サブバンドが
構成されることを特徴とする請求項１に記載の通信システム。
【請求項３】
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　前記通信リソースのそれぞれにおいて、最後のサブバンドを構成する前記リソースブロ
ック数は、他の前記サブバンドを構成するリソースブロック数以下であることを特徴とす
る請求項２に記載の通信システム。
【請求項４】
　基地局装置と移動局装置とを備える通信システムに使用させる基地局装置における処理
方法であって、
　前記基地局装置が前記移動局装置との通信において、前記通信システムで使用されない
周波数帯を両側に有する通信リソースを同時に複数使用して通信する際に、
　前記基地局装置は、
　使用可能な前記通信リソースのそれぞれの周波数帯域幅を示す情報を前記移動局装置に
通知し、
　前記移動局装置から取得した受信品質の指標であって、前記移動局装置が前記情報を使
用して前記各通信リソースにおいてサブバンドを特定するために使用する前記各通信リソ
ースのそれぞれに対するリソースブロックの数を前記各通信リソース毎に決定し、前記移
動局装置が前記各通信リソース毎の前記リソースブロックの数を使用して特定した前記各
通信リソースにおける前記サブバンド毎の受信品質を示す前記指標を用いて、前記移動局
装置宛のデータのスケジューリングおよび／または送信パラメータの設定を行うことを特
徴とする処理方法。
【請求項５】
　前記サブバンドは前記通信リソースのそれぞれにおいて周波数方向に配置される前記複
数のリソースブロックに対して、周波数方向に従って付された番号の最小番号から順に構
成されることを特徴とする請求項４に記載の処理方法。
【請求項６】
　前記通信リソースにおいて、最後のサブバンドを構成する前記リソースブロック数は、
他の前記サブバンドを構成するリソースブロック数以下であることを特徴とする請求項５
に記載の処理方法。
【請求項７】
　基地局装置と移動局装置とを備える通信システムに使用させる基地局装置であって、
　前記基地局装置が前記移動局装置との通信において、前記通信システムで使用されない
周波数帯を両側に有する通信リソースを同時に複数使用して通信する際に、
　使用可能な前記通信リソースのそれぞれの周波数帯域幅を示す情報を前記移動局装置に
通知し、
　前記移動局装置から取得した受信品質の指標であって、前記移動局装置が前記情報を使
用して前記各通信リソースにおいてサブバンドを特定するために使用する前記各通信リソ
ースのそれぞれに対するリソースブロックの数を前記各通信リソース毎に決定し、
　前記移動局装置が前記各通信リソース毎の前記リソースブロックの数を使用して特定し
た前記各通信リソースにおいて前記サブバンド毎の受信品質を示す前記指標を用いて、前
記移動局装置宛のデータのスケジューリングおよび／または送信パラメータの設定を行う
ことを特徴とする基地局装置。
【請求項８】
　前記サブバンドは前記通信リソースのそれぞれにおいて周波数方向に配置される前記複
数のリソースブロックに対して、周波数方向に従って付された番号の最小番号から順に構
成されることを特徴とする請求項７に記載の基地局装置。
【請求項９】
　前記通信リソースにおいて、最後のサブバンドを構成する前記リソースブロック数は、
他の前記サブバンドを構成するリソースブロック数以下であることを特徴とする請求項８
に記載の基地局装置。
【請求項１０】
　基地局装置と移動局装置とを備える通信システムに使用される移動局装置における処理
方法であって、
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　前記通信システムで使用されない周波数帯を両側に有する通信リソースを同時に複数使
用して前記基地局装置と通信する際に、
　前記移動局装置は、
　使用可能な前記通信リソースのそれぞれの周波数帯域幅を示す情報であって前記基地局
装置から取得した前記情報を使用して前記各通信リソースにおいてサブバンドを構成する
リソースブロックの数を前記各通信リソース毎に決定し、
　前記リソースブロックの数を使用して前記各通信リソースにおいて前記サブバンドを特
定し、
　前記サブバンド毎の受信品質の指標を前記基地局装置にフィードバックすることを特徴
とする処理方法。
【請求項１１】
　前記通信リソースのそれぞれにおいて、周波数方向に配置される前記複数のリソースブ
ロックに対して、周波数方向に従って付された番号の最小番号から順に前記サブバンドが
構成されることを特徴とする請求項１０に記載の処理方法。
【請求項１２】
　前記通信リソースにおいて、最後のサブバンドを構成する前記リソースブロック数は、
他の前記サブバンドを構成するリソースブロック数以下であることを特徴とする請求項１
１に記載の処理方法。
【請求項１３】
　基地局装置と移動局装置とを備える通信システムに使用される移動局装置であって、
　前記通信システムで使用されない周波数帯を両側に有する通信リソースを同時に複数使
用して前記基地局装置と通信する際に、
　使用可能な前記通信リソースのそれぞれの周波数帯域幅を示す情報であって前記基地局
装置から取得した前記情報を使用して前記各通信リソースにおいてサブバンドを構成する
リソースブロックの数を前記通信リソース毎に決定し、
　前記リソースブロックの数を使用して前記各通信リソースにおいて前記サブバンドを特
定し、
　前記サブバンド毎の受信品質の指標を前記基地局装置にフィードバックすることを特徴
とする移動局装置。
【請求項１４】
　前記通信リソースのそれぞれにおいて、周波数方向に配置される前記複数のリソースブ
ロックに対して、周波数方向に従って付された番号の最小番号から順に前記サブバンドが
構成されることを特徴とする請求項１３に記載の移動局装置。
【請求項１５】
　前記通信リソースにおいて、最後のサブバンドを構成する前記リソースブロック数は、
他の前記サブバンドを構成するリソースブロック数以下であることを特徴とする請求項１
４に記載の移動局装置。
【請求項１６】
　基地局装置と移動局装置とを備える通信システムに使用させる基地局装置に実装される
処理装置であって、
　前記基地局装置が前記移動局装置との通信において、前記通信システムで使用されない
周波数帯を両側に有する通信リソースを同時に複数使用して通信する際に、
　使用可能な前記通信リソースのそれぞれの周波数帯域幅を示す情報を前記移動局装置に
通知し、
　前記移動局装置から取得した受信品質の指標であって、前記移動局装置が前記情報を使
用して前記各通信リソースにおいてサブバンドを特定するために使用する前記各通信リソ
ースのそれぞれに対するリソースブロックの数を前記各通信リソース毎に決定し、
　前記移動局装置が前記各通信リソース毎の前記リソースブロックの数を使用して特定し
た前記各通信リソースにおける前記サブバンド毎の受信品質の指標を用いて、前記移動局
装置宛のデータのスケジューリングおよび／または送信パラメータの設定を行う機能を前
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記基地局装置に発揮させることを特徴とする処理装置。
【請求項１７】
　前記サブバンドは前記通信リソースのそれぞれにおいて周波数方向に配置される前記複
数のリソースブロックに対して、周波数方向に従って付された番号の最小番号から順に構
成されることを特徴とする請求項１６に記載の処理装置。
【請求項１８】
　前記通信リソースにおいて、最後のサブバンドを構成する前記リソースブロック数は、
他の前記サブバンドを構成するリソースブロック数以下であることを特徴とする請求項１
７に記載の処理装置。
【請求項１９】
　基地局装置と移動局装置とを備える通信システムに使用される移動局装置に実装される
処理装置であって、
　前記通信システムで使用されない周波数帯を両側に有する通信リソースを同時に複数使
用して前記基地局装置と通信する際に、
　使用可能な前記通信リソースのそれぞれの周波数帯域幅を示す情報であって前記基地局
装置から取得した前記情報を使用して前記各通信リソースにおいてサブバンドを構成する
リソースブロックの数を前記各通信リソース毎に決定し、
　前記リソースブロックの数を使用して前記各通信リソースにおいて前記サブバンドを特
定し、
　前記サブバンド毎の受信品質の指標を前記基地局装置にフィードバックする機能を前記
移動局装置に発揮させることを特徴とする処理装置。
【請求項２０】
　前記通信リソースのそれぞれにおいて、周波数方向に配置される前記複数のリソースブ
ロックに対して、周波数方向に従って付された番号の最小番号から順に前記サブバンドが
構成されることを特徴とする請求項１９に記載の処理装置。
【請求項２１】
　前記通信リソースにおいて、最後のサブバンドを構成する前記リソースブロック数は、
他の前記サブバンドを構成するリソースブロック数以下であることを特徴とする請求項２
０に記載の処理装置。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、通信システム、移動局装置、基地局装置及び通信方法に関する。
　本願は、２００８年８月６日に、日本に出願された特願２００８－２０３３６０号に基
づき優先権を主張し、その内容をここに援用する。
【背景技術】
【０００２】
　３ＧＰＰ（３ｒｄ　Ｇｅｎｅｒａｔｉｏｎ　Ｐａｒｔｎｅｒｓｈｉｐ　Ｐｒｏｊｅｃｔ
：第３世代パートナーシッププロジェクト）は、携帯電話システムの仕様の検討・作成を
行うプロジェクトである。３ＧＰＰは、Ｗ－ＣＤＭＡ（Ｗｉｄｅｂａｎｄ－Ｃｏｄｅ　Ｄ
ｉｖｉｓｉｏｎ　Ｍｕｌｔｉｐｌｅ　Ａｃｃｅｓｓ：広帯域－符号分割多元接続）とＧＳ
Ｍ（Ｇｌｏｂａｌ　Ｓｙｓｔｅｍ　ｆｏｒ　Ｍｏｂｉｌｅ　Ｃｏｍｍｕｎｉｃａｔｉｏｎ
ｓ：ジーエスエム）を発展させたネットワークを基本としている。
【０００３】
　３ＧＰＰでは、Ｗ－ＣＤＭＡ方式が第３世代セルラー移動通信方式として標準化され、
順次サービスが開始されている。また、通信速度をさらに上げたＨＳＤＰＡ（Ｈｉｇｈ－
Ｓｐｅｅｄ　Ｄｏｗｎｌｉｎｋ　Ｐａｃｋｅｔ　Ａｃｃｅｓｓ：エイチエスディーピーエ
ー）も標準化され、サービスが開始されている。
　３ＧＰＰでは、第３世代無線アクセス技術の進化であるＥＵＴＲＡ（Ｅｖｏｌｖｅｄ　
Ｕｎｉｖｅｒｓａｌ　Ｔｅｒｒｅｓｔｒｉａｌ　Ｒａｄｉｏ　Ａｃｃｅｓｓ）が検討され
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ている。
【０００４】
　ＥＵＴＲＡにおける下りリンク通信方式として、ＯＦＤＭＡ（Ｏｒｔｈｏｇｏｎａｌ　
Ｆｒｅｑｕｅｎｃｙ　Ｄｉｖｉｓｉｏｎ　Ｍｕｌｔｉｐｌｅ　Ａｃｃｅｓｓ：直交周波数
分割多元接続）方式が提案されている。ＯＦＤＭＡは、互いに直交するサブキャリアを用
いてユーザの多重化を行う方式である。
　また、ＯＦＤＭＡ方式において、チャネル符号化等の適応無線リンク制御（リンクアダ
プテーション：Ｌｉｎｋ　Ａｄａｐｔａｔｉｏｎ）に基づく適応変復調・誤り訂正方式（
ＡＭＣＳ：Ａｄａｐｔｉｖｅ　Ｍｏｄｕｌａｔｉｏｎ　ａｎｄ　Ｃｏｄｉｎｇ　Ｓｃｈｅ
ｍｅ）といった技術が適用されている。
　ＡＭＣＳとは、高速パケットデータ伝送を効率的に行うために、各移動局装置のチャネ
ル品質に応じて、誤り訂正方式、誤り訂正の符号化率、データ変調多値数などの無線伝送
パラメータ（ＡＭＣモードとも称する）を切り替える方式である。
　各移動局装置のチャネル品質は、ＣＱＩ（Ｃｈａｎｎｅｌ　Ｑｕａｌｉｔｙ　Ｉｎｄｉ
ｃａｔｏｒ：チャネル品質指標）を使って基地局装置へフィードバックされる。
【０００５】
　図２３は、従来の無線通信システムで用いられているチャネル構成を説明する図である
。このチャネル構成は、ＥＵＴＲＡなどの無線通信システムで用いられている（非特許文
献１参照）。図２３に示す無線通信システムは、基地局装置１０００、移動局装置２００
０ａ、２０００ｂ、２０００ｃを備えている。Ｒ０１は、基地局装置１０００の通信可能
な範囲を示している。基地局装置１０００は、この範囲Ｒ０１内に存在する移動局装置と
通信する。
【０００６】
　ＥＵＴＲＡにおいて、基地局装置１０００から移動局装置２０００ａ～２０００ｃへ信
号を送信する下りリンクでは、物理報知チャネル（ＰＢＣＨ：Ｐｈｙｓｉｃａｌ　Ｂｒｏ
ａｄｃａｓｔ　Ｃｈａｎｎｅｌ）、物理下りリンク制御チャネル（ＰＤＣＣＨ：Ｐｈｙｓ
ｉｃａｌ　Ｄｏｗｎｌｉｎｋ　Ｃｏｎｔｒｏｌ　Ｃｈａｎｎｅｌ）、物理下りリンク共用
チャネル（ＰＤＳＣＨ：Ｐｈｙｓｉｃａｌ　Ｄｏｗｎｌｉｎｋ　Ｓｈａｒｅｄ　Ｃｈａｎ
ｎｅｌ）、物理マルチキャストチャネル（ＰＭＣＨ：Ｐｈｙｓｉｃａｌ　Ｍｕｌｔｉｃａ
ｓｔ　Ｃｈａｎｎｅｌ）、物理制御フォーマット指示チャネル（ＰＣＦＩＣＨ：Ｐｈｙｓ
ｉｃａｌ　Ｃｏｎｔｒｏｌ　Ｆｏｒｍａｔ　Ｉｎｄｉｃａｔｏｒ　Ｃｈａｎｎｅｌ）、物
理ハイブリッド自動再送要求指示チャネル（ＰＨＩＣＨ：Ｐｈｙｓｉｃａｌ　Ｈｙｂｒｉ
ｄ　ＡＲＱ　Ｉｎｄｉｃａｔｏｒ　Ｃｈａｎｎｅｌ）が用いられる。
【０００７】
　また、ＥＵＴＲＡにおいて、移動局装置２０００ａ～２０００ｃから基地局装置１００
０へ信号を送信する上りリンクでは、物理上りリンク共用チャネル（ＰＵＳＣＨ：Ｐｈｙ
ｓｉｃａｌ　Ｕｐｌｉｎｋ　Ｓｈａｒｅｄ　Ｃｈａｎｎｅｌ）、物理上りリンク制御チャ
ネル（ＰＵＣＣＨ：Ｐｈｙｓｉｃａｌ　Ｕｐｌｉｎｋ　Ｃｏｎｔｒｏｌ　Ｃｈａｎｎｅｌ
）、物理ランダムアクセスチャネル（ＰＲＡＣＨ：Ｐｈｙｓｉｃａｌ　Ｒａｎｄｏｍ　Ａ
ｃｃｅｓｓ　Ｃｈａｎｎｅｌ）が用いられる。
【０００８】
　図２４は、従来の無線通信システムで用いられる帯域の一例を示す図である。図２４に
おいて、横軸は周波数を示しており、縦軸はキャリア周波数を示している。図２４では、
キャリア周波数がｆ１１である。周波数方向に一つの連続した帯域Ｗ１１を用いて、基地
局装置と移動局装置とが通信する。このような帯域の使用方法は、ＥＵＴＲＡなどの一般
的な無線通信システムで用いられている。
【０００９】
　図２５は、従来の無線通信システムで用いられる帯域の他の一例を示す図である。図２
５において、横軸は周波数を示している。図２５では、周波数方向に、不連続な複数の帯
域Ｗ２１、Ｗ２２を用いる（非特許文献２）。図２５に示すように、周波数方向に不連続
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な複数の帯域を複合的に用いることを、アグリゲーションという。
【００１０】
　しかしながら、従来から知られている無線通信システムでは、移動局装置を使用するユ
ーザに対して、基地局装置がリソースブロックを適切に割り当てることができなかった。
そのため、移動局装置と基地局装置が効率的な通信を行うことができないという問題があ
った。
【先行技術文献】
【非特許文献】
【００１１】
【非特許文献１】３ＧＰＰ　ＴＳ（Ｔｅｃｈｎｉｃａｌ　Ｓｐｅｃｉｆｉｃａｔｉｏｎ）
３６．３００、Ｖ８．４．０（２００８－０３）、Ｔｅｃｈｎｉｃａｌ　Ｓｐｅｃｉｆｉ
ｃａｔｉｏｎ　Ｇｒｏｕｐ　Ｒａｄｉｏ　Ａｃｃｅｓｓ　Ｎｅｔｗｏｒｋ、Ｅｖｏｌｖｅ
ｄ　Ｕｎｉｖｅｒｓａｌ　Ｔｅｒｒｅｓｔｒｉａｌ　Ｒａｄｉｏ　Ａｃｃｅｓｓ（Ｅ－Ｕ
ＴＲＡ）　ａｎｄ　Ｅｖｏｌｖｅｄ　Ｕｎｉｖｅｒｓａｌ　Ｔｅｒｒｅｓｔｒｉａｌ　Ｒ
ａｄｉｏ　Ａｃｃｅｓｓ　Ｎｅｔｗｏｒｋ（Ｅ－ＵＴＲＡＮ）；Ｏｖｅｒａｌｌ　ｄｅｓ
ｃｒｉｐｔｉｏｎ；Ｓｔａｇｅ　２（Ｒｅｌｅａｓｅ　８）
【非特許文献２】“Ｆｒａｍｅｗｏｒｋ　ｆｏｒ　ＬＴＥ－Ａｄｖａｎｃｅｄ　ａｉｒ－
ｉｎｔｅｒｆａｃｅ　ｔｅｃｈｎｏｌｏｇｙ　ｄｅｖｅｌｏｐｍｅｎｔ”３ＧＰＰ　ＴＳ
Ｇ　ＲＡＮ　ＩＭＴ－Ａｄｖａｎｃｅｄ　Ｗｏｒｋｓｈｏｐ　ＲＥＶ－０８００２０、２
００８年４月
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【００１２】
　本発明は、上記事情に鑑みてなされたものであり、その目的は、基地局装置がリソース
ブロックを適切に割り当てることにより、移動局装置と基地局装置が効率的な通信を行う
ことができる通信システム、移動局装置、基地局装置及び通信方法を提供することにある
。
【課題を解決するための手段】
【００１３】
（１）　本発明は、上記課題を解決するためになされたもので、本発明の一態様による通
信システムは、基地局装置と移動局装置とを備える通信システムであって、前記基地局装
置は、複数の帯域の各々において、周波数方向に位置する自然数個のリソースブロックに
データを配置した信号と、前記複数の帯域を特定する情報を含む信号とを前記移動局装置
に送信する信号送信部を備え、前記移動局装置は、前記複数の帯域のいずれかを介して、
前記複数の帯域を特定する情報を含む信号を前記信号送信部から受信し、前記複数の帯域
を特定する情報に基づいて、前記複数の帯域の各々において、周波数方向に位置する自然
数個のリソースブロックにデータが配置された信号を前記信号送信部から受信する信号受
信部と、前記信号受信部が受信した周波数方向に位置する自然数個のリソースブロックに
データが配置された信号からデータを抽出するデータ抽出部とを備える。
【００１４】
（２）　また、本発明の一態様による通信システムでは、前記信号送信部は、複数の帯域
の各々において、周波数方向に位置する自然数個のサブバンドにデータを配置した信号を
前記移動局装置に送信しても良い。
【００１５】
（３）　また、本発明の一態様による通信システムでは、前記信号送信部は、前記周波数
方向に位置する自然数個のリソースブロックの個数に応じて、前記複数の帯域の各々にお
けるサブバンドの帯域幅を決定しても良い。
【００１６】
（４）　また、本発明の一態様による通信システムの前記信号送信部では、前記周波数方
向に位置する自然数個のリソースブロックの個数に応じて、前記複数の帯域の各々におけ
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るサブバンドの個数を決定しても良い。
【００１７】
（５）　また、本発明の一態様による通信システムは、基地局装置と移動局装置とを備え
る通信システムであって、複数の帯域の各々において、周波数方向に位置する自然数個の
リソースブロックにデータを配置して前記基地局装置から前記移動局装置に信号を送信す
る。
【００１８】
（６）　また、本発明の一態様による移動局装置は、基地局装置と通信する移動局装置で
あって、複数の帯域のいずれかを介して、前記複数の帯域を特定する情報を含む信号を前
記基地局装置から受信し、前記複数の帯域を特定する情報に基づいて、前記複数の帯域の
各々において、周波数方向に位置する自然数個のリソースブロックにデータが配置された
信号を前記基地局装置から受信する信号受信部と、前記信号受信部が受信した周波数方向
に位置する自然数個のリソースブロックにデータが配置された信号からデータを抽出する
データ抽出部とを備える。
【００１９】
（７）　また、本発明の一態様による移動局装置では、前記複数の帯域の各々における自
然数個のサブバンドにおけるチャネル品質を推定するチャネル推定部を備え、前記信号受
信部は、複数の帯域のいずれかを介して、前記複数の帯域を特定する情報を含む信号を前
記基地局装置から受信し、前記複数の帯域を特定する情報に基づいて、前記複数の帯域の
各々において、周波数方向に位置する自然数個のサブバンドにデータが配置された信号を
前記基地局装置から受信し、前記データ抽出部は、前記信号受信部が受信した周波数方向
に位置する自然数個のサブバンドにデータが配置された信号からデータを抽出しても良い
。
【００２０】
（８）　また、本発明の一態様による移動局装置では、前記複数の帯域を特定する情報を
含む信号は、前記複数の帯域のうちのいずれかにのみ挿入されており、前記信号受信部は
、前記複数の帯域を特定する情報を含む信号を検知して受信しても良い。
【００２１】
（９）　また、本発明の一態様による基地局装置は、移動局装置と通信する基地局装置で
あって、複数の帯域の各々において、周波数方向に位置する自然数個のリソースブロック
にデータを配置した信号と、前記複数の帯域を特定する情報を含む信号とを前記移動局装
置に送信する信号送信部を備える。
【００２２】
（１０）　また、本発明の一態様による基地局装置では、前記信号送信部は、前記複数の
帯域を特定する情報を含む信号を、前記複数の帯域のうちのいずれかのみを介して前記移
動局装置に送信しても良い。
【００２３】
（１１）　また、本発明の一態様による通信方法は、基地局装置と移動局装置とを用いた
通信方法であって、前記基地局装置は、複数の帯域の各々において、周波数方向に位置す
る自然数個のリソースブロックにデータを配置した信号と、前記複数の帯域を特定する情
報を含む信号とを前記移動局装置に送信する信号送信過程を有し、前記移動局装置は、前
記複数の帯域のいずれかを介して、前記複数の帯域を特定する情報を含む信号を前記基地
局装置から受信し、前記複数の帯域を特定する情報に基づいて、前記複数の帯域の各々に
おいて、周波数方向に位置する自然数個のリソースブロックにデータが配置された信号を
前記基地局装置から受信する信号受信過程と、前記信号受信過程で受信した周波数方向に
位置する自然数個のリソースブロックにデータが配置された信号からデータを抽出するデ
ータ抽出過程とを有する。
【発明の効果】
【００２４】
　本発明の通信システム、移動局装置、基地局装置及び通信方法では、基地局装置がリソ
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ースブロックを適切に割り当てることにより、移動局装置と基地局装置が効率的な通信を
行うことができる。
【図面の簡単な説明】
【００２５】
【図１】本発明の実施形態による物理リソースブロックの配置方法を示す図である。
【図２】図１（ｂ）に示した物理リソースブロック（ＰＲＢ）配置を行った場合の物理リ
ソースブロック（ＰＲＢ）内での伝搬路特性の一例を示す図である。
【図３】本発明の実施形態で用いる物理リソースブロック（ＰＲＢ）の構成の一例を示す
図である。
【図４】本発明の第１の実施形態による通信システムで用いる帯域の一例を示す図である
。
【図５】本発明の第１の実施形態で用いるサブフレーム構成の一例を示す図である。
【図６】本発明の第１の実施形態による通信システムで用いる下りリンクのチャネルの構
成を示す図である。
【図７】本発明の第１の実施形態による通信システムで用いる上りリンクのチャネルの構
成を示す図である。
【図８】本発明の第１の実施形態による無線通信システムの下りリンクで用いるフレーム
構成を示す図である。
【図９】本発明の第１の実施形態による通信システムの上りリンクで用いるフレーム構成
を示す図である。
【図１０】本発明の第１の実施形態による基地局装置１００の構成を示す概略ブロック図
である。
【図１１】本発明の第１の実施形態による移動局装置２００の構成を示す概略ブロック図
である。
【図１２】本発明の第１の実施形態による基地局装置１００（図１０）のデータ制御部１
０１ａ、ＯＦＤＭ変調部１０２ａ、無線部１０３ａの構成を示す概略ブロック図である。
【図１３】本発明の第１の実施形態による移動局装置２００（図１１）の無線部２０３ａ
、チャネル推定部２０５ａ、ＯＦＤＭ復調部２０６ａ、データ抽出部２０７ａの構成を示
す概略ブロック図である。
【図１４】本発明の第２の実施形態による無線通信システムで用いる帯域の一例を示す図
である。
【図１５】本発明の第２の実施形態による基地局装置のデータ制御部１０１ｂ、ＯＦＤＭ
変調部１０２ｂ、無線部１０３ｂの構成を示す概略ブロック図である。
【図１６】本発明の第２の実施形態による移動局装置の無線部２０３ｂ、チャネル推定部
２０５ｂ、ＯＦＤＭ復調部２０６ｂ、データ抽出部２０７ｂの構成を示す概略ブロック図
である。
【図１７】本発明の第２の実施形態で用いるサブフレーム構成の他の一例を示す図である
。
【図１８】本発明の第３の実施形態による通信システムで用いるサブバンドの一例を示す
図である。
【図１９】本発明の第３の実施形態で用いるサブフレーム構成の一例を示す図である。
【図２０】本発明の第３の実施形態で用いるサブバンドの配置方法の一例を示す図である
。
【図２１】本発明の第３の実施形態による無線通信システムが使用するサブバンドの配置
方法の一例を示す図である。
【図２２】本発明の第３の実施形態で用いるサブバンドの配置方法の他の一例を示す図で
ある。
【図２３】従来の無線通信システムで用いられているチャネル構成を示す図である。
【図２４】従来の無線通信システムで用いられる帯域の一例を示す図である。
【図２５】従来の無線通信システムで用いられる帯域の他の一例を示す図である。
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【発明を実施するための形態】
【００２６】
　本発明の無線通信システムは、基地局装置と移動局装置とを備えている。本発明の第１
～第３の実施形態を説明する前に、本発明の概略について説明する。
【００２７】
　図１（ａ）及び図１（ｂ）は、本発明の実施形態による物理リソースブロックの配置方
法を示す図である。ここでは、不連続な複数のシステム帯域（占有帯域）を用いる広帯域
システムにおいて、ユーザの割り当て単位である物理リソースブロック（ＰＲＢ：Ｐｈｙ
ｓｉｃａｌ　Ｒｅｓｏｕｒｃｅ　Ｂｌｏｃｋ）の配置方法の一例について説明する。図１
（ａ）において、縦軸は周波数を示している。また、図１（ｂ）において、横軸は時間を
示しており、縦軸は周波数を示している。
【００２８】
　図１（ａ）に示すように、本発明では、基地局装置と移動局装置とが通信する際に複数
のシステム帯域（ここでは、システム帯域Ｗ１とシステム帯域Ｗ２）を用いる。システム
帯域Ｗ１とシステム帯域Ｗ２には、それぞれ複数のサブキャリアが含まれている。
　図１（ｂ）は、マルチキャリア通信方式の一種であるＯＦＤＭ（Ｏｒｔｈｏｇｏｎａｌ
　Ｆｒｅｑｕｅｎｃｙ　Ｄｉｖｉｓｉｏｎ　Ｍｕｌｔｉｐｌｅ：直交周波数分割多重）に
おける送信単位であるサブフレーム（サブフレーム番号が０番のサブフレーム）の構成の
一例を示している。
【００２９】
　１サブフレームは少なくとも一つのスロットを含む。ここでは、一例として、サブフレ
ーム＃Ｆ０が、２つのスロット＃Ｓ０とスロット＃Ｓ１とを含んでいる。
　また、スロットは少なくとも１つのＯＦＤＭシンボルを含む。ここでは、一例として、
１つのスロット＃Ｓ０、＃Ｓ１が、それぞれ７つのＯＦＤＭシンボルを含んでいる。
　また、１つのスロットは周波数方向に複数のブロックに分割される。所定数のサブキャ
リアを周波数方向の単位として、１個の物理リソースブロック（ＰＲＢ）を構成する。
　１つのサブキャリアと１つのＯＦＤＭシンボルとで構成される単位を、リソースエレメ
ントと称する。物理層でのリソースマッピング処理で各リソースエレメントに対して変調
シンボルなどがマッピングされる。
【００３０】
　上述したように、物理リソースブロック（ＰＲＢ）は、送信の単位であるサブフレーム
を周波数と時間の２次元上で格子状に分割した領域である。以下では、それぞれの物理リ
ソースブロック（ＰＲＢ）は、周波数方向に一様な帯域幅ＷＰＲＢを持つ場合について説
明する。図１（ｂ）に示すように、物理リソースブロック（ＰＲＢ）には、下りリンク参
照信号Ａ０１や、物理下りチャネルＡ０２が配置されている。
【００３１】
　従来技術で説明した図２５のような不連続な複数の帯域（Ｗ２１、Ｗ２２）を複合的に
用いて１つの広帯域なシステムを運用する際、本発明の実施形態では、複数の帯域のそれ
ぞれに、周波数軸上に自然数個の物理リソースブロック（ＰＲＢ）を配置する。図１（ａ
）及び図１（ｂ）では、システムがシステム帯域Ｗ１とシステム帯域Ｗ２の２つの下りリ
ンク帯域を用いる場合について示している。システム帯域Ｗ１にはＮ１個（Ｎ１は自然数
）の物理リソースブロック（ＰＲＢ）を配置し、システム帯域Ｗ２にはＮ２個（Ｎ２は自
然数）の物理リソースブロック（ＰＲＢ）を配置している。
【００３２】
　例えば、システムに対して許可されたシステム帯域の帯域幅がＷ１であり、システム帯
域の帯域幅がＷ２であり、ＷＰＲＢが固定の値に設定されているようなシステムである場
合について説明する。Ｎ１を（Ｗ１／ＷＰＲＢ）以下となる自然数に設定し、Ｎ２を（Ｗ

２／ＷＰＲＢ）以下となる自然数に設定する。これにより、Ｗ１の帯域の中のＮ１ＷＲＰ

Ｂの帯域に物理リソースブロック（ＰＲＢ）を配置し、Ｗ２の帯域の中のＮ２ＷＲＰＢの
帯域に物理リソースブロック（ＰＲＢ）を配置するようにシステム帯域を用いる。
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　あるいは、ＷＰＲＢが送信機である基地局装置毎（あるいは地域毎）に設定可能なパラ
メータであるシステムにおいては、ＷＰＲＢを所定の自然数Ｎ１を用いてＷ１／Ｎ１、あ
るいは所定の自然数Ｎ２を用いてＷ２／Ｎ２と設定しても良い。なお、ここでは、Ｗ１と
Ｗ２はガードバンドを考慮した使用帯域幅である。
【００３３】
　以上、２つの例について説明したが、これに限るものではない。例えば、異なる複数の
システム帯域内のサブキャリアが１つの物理リソースブロック（ＰＲＢ）に存在しないよ
うな物理リソースブロック（ＰＲＢ）の配置にするように、複数のシステム帯域を使用す
る他の方法を用いても良い。
【００３４】
　図２（ａ）及び図２（ｂ）は、図１（ｂ）に示した物理リソースブロック（ＰＲＢ）配
置を行った場合の物理リソースブロック（ＰＲＢ）内での伝搬路特性の一例を示す図であ
る。図２（ａ）及び図２（ｂ）において、縦軸は周波数を示している。
　図２（ａ）は、システム帯域Ｗ１とシステム帯域Ｗ２を含む周波数軸上の伝搬路特性で
ある。図２（ｂ）は、各物理リソースブロック（ＰＲＢ）における伝搬路特性である。シ
ステム帯域Ｗ１に割り当てる物理リソースブロック（ＰＲＢ）の中で最も周波数の高い物
理リソースブロック（ＰＲＢ）と、システム帯域Ｗ２に割り当てる物理リソースブロック
（ＰＲＢ）の中で最も周波数が低い物理リソースブロック（ＰＲＢ）との間で、伝搬路特
性が不連続になる。
　しかし、本発明の実施形態では、複数のシステム帯域を跨ぐような物理リソースブロッ
ク（ＰＲＢ）を生じさせないように物理リソースブロック（ＰＲＢ）を配置する。そのた
め、いずれの物理リソースブロック（ＰＲＢ）においても、物理リソースブロック（ＰＲ
Ｂ）の内部で伝搬路特性は連続となる。
【００３５】
　図３は、本発明の実施形態で用いる物理リソースブロック（ＰＲＢ）の構成の一例を示
す図である。図３において、横軸は時間を示しており、縦軸は周波数を示している。サブ
フレーム＃Ｆ０には、スロット＃Ｓ０とスロット＃Ｓ１とが含まれている。図３において
、１つの物理リソースブロック（ＰＲＢ）の帯域は、ＷＰＲＢである。
　黒塗りの領域には、下りリンク参照信号Ａ０１が配置されており、白抜きの領域には、
物理チャネルＡ０２が配置されている。下りリンク参照信号Ａ０１は、基地局装置１００
と移動局装置２００との間で既知の信号である。下りリンク参照信号Ａ０１は、伝搬路推
定や受信品質（受信電力や受信ＳＮＲ（Ｓｉｇｎａｌ　ｔｏ　Ｎｏｉｓｅ　ｐｏｗｅｒ　
Ｒａｔｉｏ：信号対雑音比）など）測定などに用いられる。
【００３６】
　同期検波などを行う場合、物理チャネル内のそれぞれのリソースエレメントにおける伝
搬路推定値が必要である。一般的には参照信号における伝搬路推定値を用いてリソースエ
レメントにおける伝搬路推定値を算出する。例えば、以下の（１ａ）～（３ａ）のような
、伝搬路特性の連続性を用いた方法を使用する。
【００３７】
（１ａ）　参照信号における伝搬路推定値を、そのまま物理チャネル内のそれぞれのリソ
ースエレメントにおける伝搬路推定値として用いる。
（２ａ）　参照信号における伝搬路推定値を補間することにより、物理チャネル内のそれ
ぞれのリソースエレメントにおける伝搬路推定値を算出する。
（３ａ）　参照信号における伝搬路推定値に対してＭＭＳＥ（Ｍｉｎｉｍｕｍ　Ｍｅａｎ
　Ｓｑｕａｒｅ　Ｅｒｒｏｒ：最小平均二乗誤差）などのフィルタリングを行うことによ
り、物理チャネル内のそれぞれのリソースエレメントにおける伝搬路推定値を算出する。
【００３８】
　これらの（１ａ）～（３ａ）の方法は、伝搬路特性の連続性を用いる。そのため、物理
リソースブロック（ＰＲＢ）内で伝搬路特性が不連続である場合に、急激に伝搬路推定の
精度が劣化する。しかしながら、本発明の実施形態では、複数のシステム帯域を跨ぐよう
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な物理リソースブロック（ＰＲＢ）を生じさせないように物理リソースブロック（ＰＲＢ
）配置をする。そのため、いずれの物理リソースブロック（ＰＲＢ）においても、物理リ
ソースブロック（ＰＲＢ）の内部で伝搬路特性は連続となり、これらの方法（１ａ）～（
３ａ）をそのまま適用することができる。
【００３９】
　また、物理リソースブロック（ＰＲＢ）の受信品質を測定することにより、適応的なス
ケジューリングや送信パラメータの設定を行うシステムでは、移動局装置２００で参照信
号を用いて物理リソースブロック（ＰＲＢ）の受信品質を測定し、測定結果を加工して、
基地局装置１００にフィードバックすることで、伝搬路特性に応じたスケジューリングや
送信パラメータの設定を行う。このとき、物理リソースブロック（ＰＲＢ）の受信品質の
精度は物理リソースブロック（ＰＲＢ）内の伝搬路特性の分散（ばらつき）の影響を大き
く受ける。
【００４０】
　すなわち、分散が大きいほど物理チャネル内のそれぞれのリソースエレメントにおける
受信品質と物理リソースブロック（ＰＲＢ）の受信品質との差が大きくなる。物理リソー
スブロック（ＰＲＢ）内で伝搬路特性が不連続であるとすると、伝搬路特性の分散が大き
くなるため、急激に受信品質測定の精度が低下する。
　しかしながら、本発明の実施形態では、複数のシステム帯域を跨ぐような物理リソース
ブロック（ＰＲＢ）を生じさせないように物理リソースブロック（ＰＲＢ）配置をする。
そのため、いずれの物理リソースブロック（ＰＲＢ）においても、物理リソースブロック
（ＰＲＢ）の内部で伝搬路特性は連続となり、分散が比較的小さくなるため、受信品質測
定の精度を保持することができる。
　このように、本発明の実施形態で用いる物理リソースブロック（ＰＲＢ）の配置は、複
数の帯域のそれぞれに、周波数軸上に自然数個の物理リソースブロック（ＰＲＢ）を設置
する。これにより、伝搬路推定や受信品質測定の精度が劣化することを防ぐことができる
。
【００４１】
（第１の実施形態）
　次に、本発明の第１の実施形態による無線通信システムついて説明する。この無線通信
システムは、基地局装置１００（図１０）と、移動局装置２００（図１１）とを備えてい
る。
【００４２】
　図４は、本発明の第１の実施形態による通信システムで用いる帯域の一例を示す図であ
る。図４において、横軸は周波数を示している。
　本実施形態では、複数のシステム帯域を用いたシステムの一例として、図４に示すよう
に、キャリア周波数がｆ１であるシステム帯域Ｗ１とシステム帯域Ｗ２とを用いて、基地
局装置１００と移動局装置２００とが通信する。基地局装置１００は、システム帯域Ｗ１
とシステム帯域Ｗ２を１つのキャリアとして用いて移動局装置２００に信号を送信する。
　なお、基地局装置１００側で十分に同期を取っていれば、それぞれ別のキャリアを用い
て信号を移動局装置２００に送信しても良い。
【００４３】
　図５（ａ）及び図５（ｂ）は、本発明の第１の実施形態で用いるサブフレーム構成の一
例を示す図である。図５（ａ）において、縦軸は周波数を示している。また、図５（ｂ）
において、横軸は時間を示しており、縦軸は周波数を示している。
　図５（ａ）に示すように、本実施形態では、基地局装置１００と移動局装置２００が通
信する際に、複数の帯域（ここでは、システム帯域Ｗ１とシステム帯域Ｗ２）を用いる。
システム帯域Ｗ１とシステム帯域Ｗ２には、それぞれ複数のサブキャリアが含まれている
。
　図５（ｂ）に示すように、サブフレーム＃Ｆ０には、スロット＃Ｓ０とスロット＃Ｓ１
が含まれている。スロット＃Ｓ０とスロット＃Ｓ１には、それぞれ７個のＯＦＤＭシンボ
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ルが含まれている。
【００４４】
　システム帯域Ｗ２に対応するＮ２ＷＰＲＢの帯域には、物理リソースブロック（ＰＲＢ
）の帯域ＷＰＲＢが、Ｎ２個含まれている。Ｎ２ＷＰＲＢの帯域には、下りリンク参照信
号Ａ０１、物理下りリンクチャネルＡ０２が配置されている。
　システム帯域Ｗ１に対応するＮ１ＷＰＲＢの帯域には、物理リソースブロック（ＰＲＢ
）の帯域ＷＰＲＢが、Ｎ１個含まれている。Ｎ１ＷＰＲＢの帯域には、下りリンク参照信
号Ａ０１、物理下りリンクチャネルＡ０２、物理下りリンク同期信号Ａ０３、物理報知チ
ャネル（ＰＢＣＨ）Ａ０４が配置されている。
【００４５】
　システム帯域のいずれか（ここでは、システム帯域Ｗ１）に、同期用の信号である物理
下りリンク同期信号Ａ０３（同期チャネル）と、報知情報を含むチャネルである物理報知
チャネルＡ０４が挿入されている。
　移動局装置２００は、物理下りリンク同期信号Ａ０３を探索して同期を取るとともに、
物理報知チャネルＡ０４内の情報を取得する。物理報知チャネルＡ０４内の情報には、シ
ステム帯域を示す情報（システム帯域Ｗ２を含むアグリゲーションリソースの領域に関す
る情報）が含まれている。移動局装置２００は、この情報を用いて、システム帯域Ｗ１と
システム帯域Ｗ２とを、基地局装置１００から受信する。
【００４６】
　このとき、システム帯域Ｗ１にＮ１個の、システム帯域Ｗ２にＮ２個の物理リソースブ
ロック（ＰＲＢ）を配置する。これにより、いずれの物理リソースブロック（ＰＲＢ）に
おいても、物理リソースブロック（ＰＲＢ）の内部で伝搬路特性は連続となる。このため
、伝搬路推定や受信品質測定の精度が劣化することを防ぐことができる。
　以下では、ＥＵＴＲＡシステムに基づいて、複数のシステム帯域を用いたＥＵＴＲＡシ
ステムに対して、本発明の実施形態を適用する場合について説明する。
　始めに、本発明の第１の実施形態による通信システムで用いるチャネル構成について説
明する。
【００４７】
　図６は、本発明の第１の実施形態による通信システムで用いる下りリンクのチャネルの
構成を示す図である。また、図７は、本発明の第１の実施形態による通信システムで用い
る上りリンクのチャネルの構成を示す図である。図６に示す下りリンクのチャネルと、図
７に示す上りリンクのチャネルは、それぞれ論理チャネル、トランスポートチャネル、物
理チャネルから構成されている。
　論理チャネルは、媒体アクセス制御（ＭＡＣ：Ｍｅｄｉｕｍ　Ａｃｃｅｓｓ　Ｃｏｎｔ
ｒｏｌ）層で送受信されるデータ送信サービスの種類を定義する。トランスポートチャネ
ルは、無線インターフェースで送信されるデータがどのような特性をもち、そのデータが
どのように送信されるのかを定義する。物理チャネルは、トランスポートチャネルを運ぶ
物理的なチャネルである。
【００４８】
　下りリンクの論理チャネルには、報知制御チャネル（ＢＣＣＨ：Ｂｒｏａｄｃａｓｔ　
Ｃｏｎｔｒｏｌ　Ｃｈａｎｎｅｌ）、ページング制御チャネル（ＰＣＣＨ：Ｐａｇｉｎｇ
　Ｃｏｎｔｒｏｌ　Ｃｈａｎｎｅｌ）、共通制御チャネル（ＣＣＣＨ：Ｃｏｍｍｏｎ　Ｃ
ｏｎｔｒｏｌ　Ｃｈａｎｎｅｌ）、専用制御チャネル（ＤＣＣＨ：Ｄｅｄｉｃａｔｅｄ　
Ｃｏｎｔｒｏｌ　Ｃｈａｎｎｅｌ）、専用トラフィックチャネル（ＤＴＣＨ：Ｄｅｄｉｃ
ａｔｅｄ　Ｔｒａｆｆｉｃ　Ｃｈａｎｎｅｌ）、マルチキャスト制御チャネル（ＭＣＣＨ
：Ｍｕｌｔｉｃａｓｔ　Ｃｏｎｔｒｏｌ　Ｃｈａｎｎｅｌ）、マルチキャストトラフィッ
クチャネル（ＭＴＣＨ：Ｍｕｌｔｉｃａｓｔ　Ｔｒａｆｆｉｃ　Ｃｈａｎｎｅｌ）が含ま
れる。
　上りリンクの論理チャネルには、共通制御チャネル（ＣＣＣＨ）、専用制御チャネル（
ＤＣＣＨ）、専用トラフィックチャネル（ＤＴＣＨ）が含まれる。
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【００４９】
　下りリンクのトランスポートチャネルには、報知チャネル（ＢＣＨ：Ｂｒｏａｄｃａｓ
ｔ　Ｃｈａｎｎｅｌ）、ページングチャネル（ＰＣＨ：Ｐａｇｉｎｇ　Ｃｈａｎｎｅｌ）
、下りリンク共用チャネル（ＤＬ－ＳＣＨ：Ｄｏｗｎｌｉｎｋ　Ｓｈａｒｅｄ　Ｃｈａｎ
ｎｅｌ）、マルチキャストチャネル（ＭＣＨ：Ｍｕｌｔｉｃａｓｔ　Ｃｈａｎｎｅｌ）が
含まれる。
　上りリンクのトランスポートチャネルには、上りリンク共用チャネル（ＵＬ－ＳＣＨ：
Ｕｐｌｉｎｋ　Ｓｈａｒｅｄ　Ｃｈａｎｎｅｌ）、ランダムアクセスチャネル（ＲＡＣＨ
：Ｒａｎｄｏｍ　Ａｃｃｅｓｓ　Ｃｈａｎｎｅｌ）が含まれる。
【００５０】
　下りリンクの物理チャネルには、物理報知チャネル（ＰＢＣＨ：Ｐｈｙｓｉｃａｌ　Ｂ
ｒｏａｄｃａｓｔ　Ｃｈａｎｎｅｌ）、物理下りリンク制御チャネル（ＰＤＣＣＨ：Ｐｈ
ｙｓｉｃａｌ　Ｄｏｗｎｌｉｎｋ　Ｃｏｎｔｒｏｌ　Ｃｈａｎｎｅｌ）、物理下りリンク
共用チャネル（ＰＤＳＣＨ：Ｐｈｙｓｉｃａｌ　Ｄｏｗｎｌｉｎｋ　Ｓｈａｒｅｄ　Ｃｈ
ａｎｎｅｌ）、物理マルチキャストチャネル（ＰＭＣＨ：Ｐｈｙｓｉｃａｌ　Ｍｕｌｔｉ
ｃａｓｔ　Ｃｈａｎｎｅｌ）、物理制御フォーマット指示チャネル（ＰＣＦＩＣＨ：Ｐｈ
ｙｓｉｃａｌ　Ｃｏｎｔｒｏｌ　Ｆｏｒｍａｔ　Ｉｎｄｉｃａｔｏｒ　Ｃｈａｎｎｅｌ）
、物理ハイブリッド自動再送要求指示チャネル（ＰＨＩＣＨ：Ｐｈｙｓｉｃａｌ　Ｈｙｂ
ｒｉｄ　ＡＲＱ　Ｉｎｄｉｃａｔｏｒ　Ｃｈａｎｎｅｌ）が含まれる。
　上りリンクの物理チャネルには、物理上りリンク共用チャネル（ＰＵＳＣＨ：Ｐｈｙｓ
ｉｃａｌ　Ｕｐｌｉｎｋ　Ｓｈａｒｅｄ　Ｃｈａｎｎｅｌ）、物理ランダムアクセスチャ
ネル（ＰＲＡＣＨ：Ｐｈｙｓｉｃａｌ　Ｒａｎｄｏｍ　Ａｃｃｅｓｓ　Ｃｈａｎｎｅｌ）
、物理上りリンク制御チャネル（ＰＵＣＣＨ：Ｐｈｙｓｉｃａｌ　Ｕｐｌｉｎｋ　Ｃｏｎ
ｔｒｏｌ　Ｃｈａｎｎｅｌ）が含まれる。
　これらのチャネルは、従来技術で説明した図２３のようにして基地局装置１００と移動
局装置２００の間で送受信される。
【００５１】
　次に、論理チャネルについて説明する。報知制御チャネル（ＢＣＣＨ）は、システム制
御情報を報知するために使用される下りリンクチャネルである。ページング制御チャネル
（ＰＣＣＨ）は、ページング情報を送信するために使用される下りリンクチャネルであり
、ネットワークが移動局装置のセル位置を知らないときに使用される。
　共通制御チャネル（ＣＣＣＨ）は、移動局装置とネットワーク間の制御情報を送信する
ために使用されるチャネルであり、ネットワークと無線リソース制御（ＲＲＣ：Ｒａｄｉ
ｏ　Ｒｅｓｏｕｒｃｅ　Ｃｏｎｔｒｏｌ）接続を有していない移動局装置によって使用さ
れる。
【００５２】
　専用制御チャネル（ＤＣＣＨ）は、１対１（ｐｏｉｎｔ－ｔｏ－ｐｏｉｎｔ）の双方向
チャネルであり、移動局装置２００とネットワーク間で個別の制御情報を送信するために
利用されるチャネルである。専用制御チャネル（ＤＣＣＨ）は、ＲＲＣ接続を有している
移動局装置によって使用される。
　専用トラフィックチャネル（ＤＴＣＨ）は、１対１の双方向チャネルであり、１つの移
動局装置専用のチャネルであって、ユーザ情報（ユニキャストデータ）の転送のために利
用される。
【００５３】
　マルチキャスト制御チャネル（ＭＣＣＨ）は、ネットワークから移動局装置２００へＭ
ＢＭＳ（Ｍｕｌｔｉｍｅｄｉａ　Ｂｒｏａｄｃａｓｔ　Ｍｕｌｔｉｃａｓｔ　Ｓｅｒｖｉ
ｃｅ：マルチメディアブロードキャストマルチキャストサービス）制御情報を、一対多（
ｐｏｉｎｔ－ｔｏ－ｍｕｌｔｉｐｏｉｎｔ）送信するために使用される下りリンクチャネ
ルである。これは、一対多でサービスを提供するＭＢＭＳサービスに使用される。
【００５４】
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　ＭＢＭＳサービスの送信方法としては、単セル一対多（ＳＣＰＴＭ：Ｓｉｎｇｌｅ－Ｃ
ｅｌｌ　Ｐｏｉｎｔ－ｔｏ－Ｍｕｌｔｉｐｏｉｎｔ）送信と、マルチメディアブロードキ
ャストマルチキャストサービス単一周波数網（ＭＢＳＦＮ：Ｍｕｌｔｉｍｅｄｉａ　Ｂｒ
ｏａｄｃａｓｔ　ｍｕｌｔｉｃａｓｔ　ｓｅｒｖｉｃｅ　Ｓｉｎｇｌｅ　Ｆｒｅｑｕｅｎ
ｃｙ　Ｎｅｔｗｏｒｋ）送信とがある。
　ＭＢＳＦＮ送信（ＭＢＳＦＮ　Ｔｒａｎｓｍｉｓｓｉｏｎ）とは、複数セルから同時に
識別可能な波形（信号）を送信する同時送信技術である。一方、ＳＣＰＴＭ送信とは、１
つの基地局装置でＭＢＭＳサービスを送信する方法である。
【００５５】
　マルチキャスト制御チャネル（ＭＣＣＨ）は、１つまたは複数のマルチキャストトラフ
ィックチャネル（ＭＴＣＨ）に利用される。マルチキャストトラフィックチャネル（ＭＴ
ＣＨ）は、ネットワークから移動局装置へトラフィックデータ（ＭＢＭＳ送信データ）を
一対多（ｐｏｉｎｔ－ｔｏ－ｍｕｌｔｉｐｏｉｎｔ）送信するために使用される下りリン
クチャネルである。
　なお、マルチキャスト制御チャネル（ＭＣＣＨ）およびマルチキャストトラフィックチ
ャネル（ＭＴＣＨ）は、ＭＢＭＳを受信する移動局装置だけが利用する。
【００５６】
　次に、トランスポートチャネルについて説明する。報知チャネル（ＢＣＨ）は、固定か
つ事前に定義された送信形式によって、セル全体に報知される。下りリンク共用チャネル
（ＤＬ－ＳＣＨ）では、ＨＡＲＱ（Ｈｙｂｒｉｄ　Ａｕｔｏｍａｔｉｃ　Ｒｅｐｅａｔ　
Ｒｅｑｕｅｓｔ：ハイブリッド自動再送要求）、動的適応無線リンク制御、間欠受信（Ｄ
ＲＸ：Ｄｉｓｃｏｎｔｉｎｕｏｕｓ　Ｒｅｃｅｐｔｉｏｎ）、ＭＢＭＳ送信がサポートさ
れ、セル全体に報知される必要がある。
　また、下りリンク共用チャネル（ＤＬ－ＳＣＨ）では、ビームフォーミングを利用可能
であり、動的リソース割り当ておよび準静的リソース割り当てがサポートされる。ページ
ングチャネル（ＰＣＨ）では、ＤＲＸがサポートされ、セル全体に報知される必要がある
。
　また、ページングチャネル（ＰＣＨ）は、トラフィックチャネルや他の制御チャネルに
対して動的に使用される物理リソース、すなわち物理下りリンク共用チャネル（ＰＤＳＣ
Ｈ）、にマッピングされる。
【００５７】
　マルチキャストチャネル（ＭＣＨ）は、セル全体に報知される必要がある。また、マル
チキャストチャネル（ＭＣＨ）では、複数セルからのＭＢＭＳ送信のＭＢＳＦＮ（ＭＢＭ
Ｓ　Ｓｉｎｇｌｅ　Ｆｒｅｑｕｅｎｃｙ　Ｎｅｔｗｏｒｋ）結合（Ｃｏｍｂｉｎｉｎｇ）
や、拡張サイクリックプリフィックス（ＣＰ：Ｃｙｃｌｉｃ　Ｐｒｅｆｉｘ）を使う時間
フレームなど、準静的リソース割り当てがサポートされる。
　上りリンク共用チャネル（ＵＬ－ＳＣＨ）では、ＨＡＲＱ、動的適応無線リンク制御が
サポートされる。また、上りリンク共用チャネル（ＵＬ－ＳＣＨ）では、ビームフォーミ
ングを利用可能である。動的リソース割り当ておよび準静的リソース割り当てがサポート
される。ランダムアクセスチャネル（ＲＡＣＨ）は、限られた制御情報が送信され、衝突
リスクがある。
【００５８】
　次に、物理チャネルについて説明する。物理報知チャネル（ＰＢＣＨ）は、４０ミリ秒
間隔で報知チャネル（ＢＣＨ）をマッピングする。４０ミリ秒のタイミングは、ブライン
ド検出（ｂｌｉｎｄ　ｄｅｔｅｃｔｉｏｎ）される。すなわち、タイミング提示のために
、明示的なシグナリングを行わなくても良い。また、物理報知チャネル（ＰＢＣＨ）を含
むサブフレームは、そのサブフレームだけで復号できる。つまり、自己復号可能（ｓｅｌ
ｆ－ｄｅｃｏｄａｂｌｅ）である。
【００５９】
　物理下りリンク制御チャネル（ＰＤＣＣＨ）は、下りリンク共用チャネル（ＰＤＳＣＨ



(15) JP 4976555 B2 2012.7.18

10

20

30

40

50

）のリソース割り当て、下りリンクデータに対するハイブリッド自動再送要求（ＨＡＲＱ
）情報、および、物理上りリンク共用チャネル（ＰＵＳＣＨ）のリソース割り当てである
上りリンク送信許可（上りリンクグラント）を移動局装置に通知するために使用されるチ
ャネルである。
【００６０】
　物理下りリンク共用チャネル（ＰＤＳＣＨ）は、下りリンクデータまたはページング情
報を送信するために使用されるチャネルである。物理マルチキャストチャネル（ＰＭＣＨ
）は、マルチキャストチャネル（ＭＣＨ）を送信するために利用するチャネルであり、下
りリンク参照信号、上りリンク参照信号、物理下りリンク同期信号が別途配置される。
【００６１】
　物理上りリンク共用チャネル（ＰＵＳＣＨ）は、主に上りリンクデータ（ＵＬ－ＳＣＨ
）を送信するために使用されるチャネルである。基地局装置１００が、移動局装置２００
をスケジューリングした場合には、チャネルフィードバックレポート（ＣＱＩ、ＰＭＩ、
ＲＩ）や下りリンク送信に対するＨＡＲＱ肯定応答（ＡＣＫ：Ａｃｋｎｏｗｌｅｄｇｅｍ
ｅｎｔ）／否定応答（ＮＡＣＫ：Ｎｅｇａｔｉｖｅ　Ａｃｋｎｏｗｌｅｄｇｅｍｅｎｔ）
も物理上りリンク共用チャネル（ＰＵＳＣＨ）を使用して送信される。
【００６２】
　物理ランダムアクセスチャネル（ＰＲＡＣＨ）は、ランダムアクセスプリアンブルを送
信するために使用されるチャネルであり、ガードタイムを持つ。物理上りリンク制御チャ
ネル（ＰＵＣＣＨ）は、チャネルフィードバックレポート（ＣＦＲ）、スケジューリング
要求（ＳＲ：Ｓｃｈｅｄｕｌｉｎｇ　Ｒｅｑｕｅｓｔ）、下りリンク送信に対するＨＡＲ
Ｑ、肯定応答／否定応答などを送信するために使用されるチャネルである。
【００６３】
　物理制御フォーマット指示チャネル（ＰＣＦＩＣＨ）は、物理下りリンク制御チャネル
（ＰＤＣＣＨ）のために使用されるＯＦＤＭシンボル数を移動局装置に通知するために利
用するチャネルであり、各サブフレームで送信される。
　物理ハイブリッド自動再送要求指示チャネル（ＰＨＩＣＨ）は、上りリンク送信に対す
るＨＡＲＱ　ＡＣＫ／ＮＡＣＫを送信するために利用するチャネルである。
【００６４】
　次に、本発明の第１の実施形態による通信システムによるチャネルマッピングについて
説明する。
　図６に示されるように、下りリンクでは、次のようにトランスポートチャネルと物理チ
ャネルのマッピングが行われる。報知チャネル（ＢＣＨ）は、物理報知チャネル（ＰＢＣ
Ｈ）にマッピングされる。
　マルチキャストチャネル（ＭＣＨ）は、物理マルチキャストチャネル（ＰＭＣＨ）にマ
ッピングされる。ページングチャネル（ＰＣＨ）および下りリンク共用チャネル（ＤＬ－
ＳＣＨ）は、物理下りリンク共用チャネル（ＰＤＳＣＨ）にマッピングされる。
　物理下りリンク制御チャネル（ＰＤＣＣＨ）、物理ハイブリッド自動再送要求指示チャ
ネル（ＰＨＩＣＨ）、物理制御フォーマット指示チャネル（ＰＣＦＩＣＨ）は、物理チャ
ネル単独で使用される。
【００６５】
　一方、上りリンクでは、次のようにトランスポートチャネルと物理チャネルのマッピン
グが行われる。上りリンク共用チャネル（ＵＬ－ＳＣＨ）は、物理上りリンク共用チャネ
ル（ＰＵＳＣＨ）にマッピングされる。
　ランダムアクセスチャネル（ＲＡＣＨ）は、物理ランダムアクセスチャネル（ＰＲＡＣ
Ｈ）にマッピングされる。物理上りリンク制御チャネル（ＰＵＣＣＨ）は、物理チャネル
単独で使用される。
【００６６】
　また、下りリンクにおいて、次のように論理チャネルとトランスポートチャネルのマッ
ピングが行われる。ページング制御チャネル（ＰＣＣＨ）は、下りリンク共用チャネル（
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ＤＬ－ＳＣＨ）にマッピングされる。
　報知制御チャネル（ＢＣＣＨ）は、報知チャネル（ＢＣＨ）と下りリンク共用チャネル
（ＤＬ－ＳＣＨ）にマッピングされる。共通制御チャネル（ＣＣＣＨ）、専用制御チャネ
ル（ＤＣＣＨ）、専用トラフィックチャネル（ＤＴＣＨ）は、下りリンク共用チャネル（
ＤＬ－ＳＣＨ）にマッピングされる。
　マルチキャスト制御チャネル（ＭＣＣＨ）は、下りリンク共用チャネル（ＤＬ－ＳＣＨ
）とマルチキャストチャネル（ＭＣＨ）にマッピングされる。マルチキャストトラフィッ
クチャネル（ＭＴＣＨ）は、下りリンク共用チャネル（ＤＬ－ＳＣＨ）とマルチキャスト
チャネル（ＭＣＨ）にマッピングされる。
【００６７】
　なお、マルチキャスト制御チャネル（ＭＣＣＨ）およびマルチキャストトラフィックチ
ャネル（ＭＴＣＨ）からマルチキャストチャネル（ＭＣＨ）へのマッピングは、ＭＢＳＦ
Ｎ送信時に行われる。一方、ＳＣＰＴＭ送信時は、このマッピングは下りリンク共用チャ
ネル（ＤＬ－ＳＣＨ）にマッピングされる。
【００６８】
　一方、上りリンクにおいて次のように論理チャネルとトランスポートチャネルのマッピ
ングが行われる。共通制御チャネル（ＣＣＣＨ）、専用制御チャネル（ＤＣＣＨ）、専用
トラフィックチャネル（ＤＴＣＨ）は、上りリンク共用チャネル（ＵＬ－ＳＣＨ）にマッ
ピングされる。ランダムアクセスチャネル（ＲＡＣＨ）は、論理チャネルにマッピングさ
れない。
　次に、本発明の第１の実施形態による無線通信システムで用いるフレームの構成につい
て説明する。
【００６９】
　図８は、本発明の第１の実施形態による無線通信システムの下りリンクで用いるフレー
ム構成を示す図である。また、図９は、本発明の第１の実施形態による無線通信システム
の上りリンクで用いるフレーム構成を示す図である。図８及び図９において、横軸は時間
を示しており、縦軸は周波数を示している。
　システムフレーム番号（ＳＦＮ：Ｓｙｓｔｅｍ　Ｆｒａｍｅ　Ｎｕｍｂｅｒ）で識別さ
れる無線フレームは１０ミリ秒（１０ｍｓ）で構成されている。また、１サブフレームは
１ミリ秒（１ｍｓ）で構成されている。無線フレームには１０個のサブフレーム＃Ｆ０～
＃Ｆ９が含まれる。
【００７０】
　図８に示すように、下りリンクで用いる無線フレームには、物理制御フォーマット指示
チャネル（ＰＣＦＩＣＨ）Ａ１１、物理ハイブリッド自動再送要求指示チャネル（ＰＨＩ
ＣＨ）Ａ１２、物理下りリンク制御チャネル（ＰＤＣＣＨ）Ａ１３、物理下りリンク同期
信号Ａ１４、物理報知チャネル（ＰＢＣＨ）Ａ１５、物理下りリンク共用チャネル（ＰＤ
ＳＣＨ）／物理マルチキャストチャネル（ＰＭＣＨ）Ａ１６、下りリンク参照信号Ａ１７
が配置されている。
【００７１】
　図９に示すように、上りリンクで用いる無線フレームには、物理ランダムアクセスチャ
ネル（ＰＲＡＣＨ）Ａ２１、物理上りリンク制御チャネル（ＰＵＣＣＨ）Ａ２２、物理上
りリンク共用チャネル（ＰＵＳＣＨ）Ａ２３、上りリンク復調用参照信号Ａ２４、上りリ
ンク測定用参照信号Ａ２５が配置されている。
【００７２】
　１サブフレーム（例えば、サブフレーム＃Ｆ０）は、２つのスロット＃Ｓ０、＃Ｓ２に
分離される。通常のサイクリックプレフィックス（ｎｏｒｍａｌ　ＣＰ）が使用される場
合、下りリンクのスロットは７個のＯＦＤＭシンボルで構成され（図８参照）、上りリン
クのスロットは７個のＳＣ－ＦＤＭＡ（Ｓｉｎｇｌｅ　Ｃａｒｒｉｅｒ－Ｆｒｅｑｕｅｎ
ｃｙ　Ｄｉｖｉｓｉｏｎ　Ｍｕｌｔｉｐｌｅ　Ａｃｃｅｓｓ）シンボルで構成される（図
９参照）。



(17) JP 4976555 B2 2012.7.18

10

20

30

40

50

　なお、拡張ＣＰ（ｌｏｎｇ　ＣＰ、または、ｅｘｔｅｎｄｅｄ　ＣＰとも称する）が使
用される場合は、下りリンクのスロットは６個のＯＦＤＭシンボルで構成され、上りリン
クのスロットは６個のＳＣ－ＦＤＭＡシンボルで構成される。
【００７３】
　また、１つのスロットは周波数方向に複数のブロックに分割される。１５ｋＨｚのサブ
キャリア１２本を周波数方向の単位として、１個の物理リソースブロック（ＰＲＢ）を構
成する。物理リソースブロック（ＰＲＢ）数は、システム帯域幅に応じて、６個から１１
０個までサポートされる。
　下りリンク、上りリンクのリソース割り当ては、時間方向にサブフレーム単位かつ周波
数方向に物理リソースブロック（ＰＲＢ）単位で行われる。すなわち、サブフレーム内の
２つのスロットは、一つのリソース割り当て信号で割り当てられる。
【００７４】
　サブキャリアとＯＦＤＭシンボルまたはサブキャリアとＳＣ－ＦＤＭＡシンボルで構成
される単位をリソースエレメントと称する。物理層でのリソースマッピング処理で各リソ
ースエレメントに対して変調シンボルなどがマッピングされる。
【００７５】
　下りリンクトランスポートチャネルの物理層での処理では、物理下りリンク共用チャネ
ル（ＰＤＳＣＨ）に対する２４ビットの巡回冗長検査（ＣＲＣ：Ｃｙｃｌｉｃ　Ｒｅｄｕ
ｎｄａｎｃｙ　Ｃｈｅｃｋ）の付与、チャネルコーディング（伝送路符号化）、物理層Ｈ
ＡＲＱ処理、チャネルインターリービング、スクランブリング、変調（ＱＰＳＫ（Ｑｕａ
ｄｒａｔｕｒｅ　Ｐｈａｓｅ　Ｓｈｉｆｔ　Ｋｅｙｉｎｇ：４相位相偏移変調）、１６Ｑ
ＡＭ（Ｑｕａｄｒａｔｕｒｅ　Ａｍｐｌｉｔｕｄｅ　Ｍｏｄｕｌａｔｉｏｎ：直交振幅変
調）、６４ＱＡＭ）、レイヤマッピング、プレコーディング、リソースマッピング、アン
テナマッピングなどが行われる。
【００７６】
　一方、上りリンクトランスポートチャネルの物理層での処理では、物理上りリンク共用
チャネル（ＰＵＳＣＨ）に対する２４ビットの巡回冗長検査（ＣＲＣ）の付与、チャネル
コーディング（伝送路符号化）、物理層ＨＡＲＱ処理、スクランブリング、変調（ＱＰＳ
Ｋ、１６ＱＡＭ、６４ＱＡＭ）、リソースマッピング、アンテナマッピングなどが行われ
る。
【００７７】
　物理下りリンク制御チャネル（ＰＤＣＣＨ）、物理ハイブリッド自動再送要求指示チャ
ネル（ＰＨＩＣＨ）および物理制御フォーマット指示チャネル（ＰＣＦＩＣＨ）は、最初
の３ＯＦＤＭシンボル以下に配置される。
　物理下りリンク制御チャネル（ＰＤＣＣＨ）では、下りリンク共用チャネル（ＤＬ－Ｓ
ＣＨ）およびページングチャネル（ＰＣＨ）に対するトランスポートフォーマット、リソ
ース割り当て、ＨＡＲＱ情報が送信される。トランスポートフォーマットは、変調方式、
符号化方式、トランスポートブロックサイズなどを規定する。
【００７８】
　また、物理下りリンク制御チャネル（ＰＤＣＣＨ）では、上りリンク共用チャネル（Ｕ
Ｌ－ＳＣＨ）に対するトランスポートフォーマット（変調方式、符号化方式、トランスポ
ートブロックサイズなどを規定する）、リソース割り当て、ＨＡＲＱ情報が送信される。
　また、複数の物理下りリンク制御チャネル（ＰＤＣＣＨ）がサポートされ、移動局装置
２００は、物理下りリンク制御チャネル（ＰＤＣＣＨ）のセットをモニタリングする。
【００７９】
　物理下りリンク制御チャネル（ＰＤＣＣＨ）で割り当てられた物理下りリンク共用チャ
ネル（ＰＤＳＣＨ）は、物理下りリンク制御チャネル（ＰＤＣＣＨ）と同一のサブフレー
ムにマッピングされる。
　物理下りリンク制御チャネル（ＰＤＣＣＨ）で割り当てられた物理上りリンク共用チャ
ネル（ＰＵＳＣＨ）は、予め定められた位置のサブフレームにマッピングされる。例えば
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、物理下りリンク制御チャネル（ＰＤＣＣＨ）の下りリンクサブフレーム番号がＮの場合
、Ｎ＋４番の上りリンクサブフレームにマッピングされる。
　また、物理下りリンク制御チャネル（ＰＤＣＣＨ）による上り／下りリンクのリソース
割り当てにおいて、移動局装置は、１６ビットのＭＡＣ層識別情報（ＭＡＣ　ＩＤ）を用
いて特定される。すなわち、この１６ビットのＭＡＣ層識別情報（ＭＡＣ　ＩＤ）が物理
下りリンク制御チャネル（ＰＤＣＣＨ）に含まれる。
【００８０】
　また、下りリンク状態の測定用および下りリンクデータの復調用に使用される下りリン
ク参照信号（下りリンクパイロットチャネル）は、各スロットの１番目、２番目、後ろか
ら３番目のＯＦＤＭシンボルに配置される。
　一方、物理上りリンク共用チャネル（ＰＵＳＣＨ）の復調用に使用される上りリンク復
調用参照信号（復調用パイロット（ＤＲＳ：Ｄｅｍｏｄｕｌａｔｉｏｎ　Ｒｅｆｅｒｅｎ
ｃｅ　Ｓｉｇｎａｌ））は、各スロットの４番目のＳＣ－ＦＤＭＡシンボルで送信される
。
　また、上りリンク状態の測定用に使用される上りリンク測定用参照信号（スケジューリ
ング用パイロット（ＳＲＳ：Ｓｏｕｎｄｉｎｇ　Ｒｅｆｅｒｅｎｃｅ　Ｓｉｇｎａｌ））
は、サブフレームの先頭のＳＣ－ＦＤＭＡシンボルで送信される。
　上りリンク制御チャネル（ＰＵＣＣＨ）の復調用参照信号は、上りリンク制御チャネル
のフォーマットごとに定義され、各スロットの３、４および５番目、または、各スロット
の２番目および６番目のＳＣ－ＦＤＭＡシンボルで送信される。
【００８１】
　また、物理報知チャネル（ＰＢＣＨ）、下りリンク同期信号は、システム帯域の中心６
物理リソースブロック分の帯域に配置される。物理下りリンク同期信号は、１番目（サブ
フレーム＃Ｆ０）および５番目（サブフレーム＃Ｆ４）のサブフレームの各スロットの６
番目、７番目のＯＦＤＭシンボルで送信される。
　物理報知チャネル（ＰＢＣＨ）は、１番目（サブフレーム＃０）のサブフレームの１番
目のスロット（スロット＃Ｓ０）の４番目、５番目のＯＦＤＭシンボルと２番目のスロッ
ト（スロット＃Ｓ１）の１番目、２番目のＯＦＤＭシンボルで送信される。
【００８２】
　また、ランダムアクセスチャネル（ＲＡＣＨ）は、周波数方向に６個の物理リソースブ
ロック分の帯域幅、時間方向に１サブフレームで構成される。移動局装置から基地局装置
にさまざまな理由で要求（上りリンクリソースの要求、上りリンク同期の要求、下りリン
クデータ送信再開要求、ハンドオーバー要求、接続設定要求、再接続要求、ＭＢＭＳサー
ビス要求など）を行うために送信される。
【００８３】
　上りリンク制御チャネル（ＰＵＣＣＨ）は、システム帯域の両端に配置され、物理リソ
ースブロック単位で構成される。スロット間でシステム帯域の両端が交互に使用されるよ
うに周波数ホッピングが行われる。
【００８４】
　図１０は、本発明の第１の実施形態による基地局装置１００の構成を示す概略ブロック
図である。基地局装置１００は、データ制御部１０１ａ、ＯＦＤＭ変調部１０２ａ、無線
部１０３ａ、スケジューリング部１０４、チャネル推定部１０５、ＤＦＴ－Ｓ－ＯＦＤＭ
（ＤＦＴ－Ｓｐｒｅａｄ－ＯＦＤＭ）復調部１０６、データ抽出部１０７、上位層１０８
、アンテナ部Ａ１を備えている。
　無線部１０３ａ、スケジューリング部１０４、チャネル推定部１０５、ＤＦＴ－Ｓ－Ｏ
ＦＤＭ復調部１０６、データ抽出部１０７、上位層１０８、アンテナ部Ａ１は、受信部を
構成する。また、データ制御部１０１ａ、ＯＦＤＭ変調部１０２ａ、無線部１０３ａ、ス
ケジューリング部１０４、上位層１０８、アンテナ部Ａ１は、送信部を構成する。
【００８５】
　無線部１０３ａ、チャネル推定部１０５、ＤＦＴ－Ｓ－ＯＦＤＭ復調部１０６、データ
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抽出部１０７は、上りリンクの物理層の処理を行う。データ制御部１０１ａ、ＯＦＤＭ変
調部１０２ａ、無線部１０３ａは、下りリンクの物理層の処理を行う。
　データ制御部１０１ａは、スケジューリング部１０４からトランスポートチャネルおよ
びスケジューリング情報を取得する。トランスポートチャネルと物理層で生成される信号
およびチャネルを、スケジューリング部１０４から入力されるスケジューリング情報に基
づいて、物理チャネルにマッピングする。以上のようにマッピングされた各データは、Ｏ
ＦＤＭ変調部１０２ａに出力される。
【００８６】
　ＯＦＤＭ変調部１０２ａは、データ制御部１０１ａから入力されたデータに対して、ス
ケジューリング部１０４から入力されるスケジューリング情報（下りリンク物理リソース
ブロック（ＰＲＢ）割り当て情報（例えば、周波数、時間など物理リソースブロック位置
情報）や、各下りリンク物理リソースブロック（ＰＲＢ）に対応する変調方式および符号
化方式（例えば、１６ＱＡＭ変調、２／３コーディングレート）などを含む）に基づいて
、符号化、データ変調、入力信号の直列／並列変換、ＩＦＦＴ（Ｉｎｖｅｒｓｅ　Ｆａｓ
ｔ　Ｆｏｕｒｉｅｒ　Ｔｒａｎｓｆｏｒｍ：逆高速フーリエ変換）処理、サイクリックプ
レフィックス（ＣＰ）の挿入、並びに、フィルタリングなどＯＦＤＭ信号処理を行い、Ｏ
ＦＤＭ信号を生成して、無線部１０３ａに出力する。
【００８７】
　無線部１０３ａは、ＯＦＤＭ変調部１０２ａから入力された変調データを無線周波数に
アップコンバートして無線信号を生成し、アンテナ部Ａ１を介して、移動局装置２００（
後述する図１１参照）に送信する。また、無線部１０３ａは、移動局装置２００からの上
りリンクの無線信号を、アンテナ部Ａ１を介して受信し、ベースバンド信号にダウンコン
バートして、受信データをチャネル推定部１０５とＤＦＴ－Ｓ－ＯＦＤＭ復調部１０６と
に出力する。
【００８８】
　スケジューリング部１０４は、媒体アクセス制御（ＭＡＣ：Ｍｅｄｉｕｍ　Ａｃｃｅｓ
ｓ　Ｃｏｎｔｒｏｌ）層の処理を行う。スケジューリング部１０４は、論理チャネルとト
ランスポートチャネルのマッピング、下りリンクおよび上りリンクのスケジューリング（
ＨＡＲＱ処理、トランスポートフォーマットの選択など）などを行う。
　スケジューリング部１０４は、下りリンクのスケジューリングでは、移動局装置２００
から受信した上りリンクのフィードバック情報（下りリンクのチャネルフィードバック情
報（チャネル状態情報（チャネル品質、ストリームの数、プレコーディング情報など））
や、下りリンクデータに対するＡＣＫ／ＮＡＣＫフィードバック情報など）、各移動局装
置２００の使用可能な下りリンク物理リソースブロック（ＰＲＢ）の情報、バッファ状況
、上位層１０８から入力されたスケジューリング情報などに基づいて、各データを変調す
るための下りリンクのトランスポートフォーマット（送信形態）（物理リソースブロック
（ＰＲＢ）の割り当ておよび変調方式および符号化方式など）の選定処理およびＨＡＲＱ
における再送制御を行う。これら下りリンクのスケジューリングに使用されるスケジュー
リング情報は、データ制御部１０１ａに出力される。
【００８９】
　また、スケジューリング部１０４は、上りリンクのスケジューリングでは、チャネル推
定部１０５が出力する上りリンクのチャネル状態（無線伝搬路状態）の推定結果、移動局
装置２００からのリソース割り当て要求、各移動局装置２００の使用可能な下りリンク物
理リソースブロック（ＰＲＢ）の情報、上位層１０８から入力されたスケジューリング情
報などに基づいて、各データを変調するための上りリンクのトランスポートフォーマット
（送信形態）（物理リソースブロック（ＰＲＢ）の割り当ておよび変調方式および符号化
方式など）の選定処理を行う。
　これら上りリンクのスケジューリングに使用されるスケジューリング情報は、データ制
御部１０１ａに出力される。
【００９０】



(20) JP 4976555 B2 2012.7.18

10

20

30

40

50

　また、スケジューリング部１０４は、上位層１０８から入力された下りリンクの論理チ
ャネルをトランスポートチャネルにマッピングし、データ制御部１０１ａに出力する。ま
た、スケジューリング部１０４は、データ抽出部１０７から入力された上りリンクで取得
した制御データとトランスポートチャンネルを、必要に応じて処理した後、上りリンクの
論理チャネルにマッピングし、上位層１０８に出力する。
【００９１】
　チャネル推定部１０５は、上りリンクデータの復調のために、上りリンク復調用参照信
号（ＤＲＳ：Ｄｅｍｏｄｕｌａｔｉｏｎ　Ｒｅｆｅｒｅｎｃｅ　Ｓｉｇｎａｌ）から上り
リンクのチャネル状態を推定し、その推定結果をＤＦＴ－Ｓ－ＯＦＤＭ復調部１０６に出
力する。また、上りリンクのスケジューリングを行うために、上りリンク測定用参照信号
（ＳＲＳ：Ｓｏｕｎｄｉｎｇ　Ｒｅｆｅｒｅｎｃｅ　Ｓｉｇｎａｌ）から上りリンクのチ
ャネル状態を推定し、その推定結果をスケジューリング部１０４に出力する。
　なお、上りリンクの通信方式は、ＤＦＴ－Ｓ－ＯＦＤＭ等のようなシングルキャリア方
式を想定しているが、ＯＦＤＭ方式のようなマルチキャリア方式を用いても良い。
【００９２】
　ＤＦＴ－Ｓ－ＯＦＤＭ復調部１０６は、チャネル推定部１０５から入力された上りリン
クのチャネル状態推定結果に基づいて、無線部１０３ａから入力された変調データに対し
、ＤＦＴ（Ｄｉｓｃｒｅｔｅ　Ｆｏｕｒｉｅｒ　Ｔｒａｎｓｆｏｒｍ：離散フーリエ変換
）変換、サブキャリアマッピング、ＩＦＦＴ変換、フィルタリング等のＤＦＴ－Ｓ－ＯＦ
ＤＭ信号処理を行って、復調処理を行い、データ抽出部１０７に出力する。
【００９３】
　データ抽出部１０７は、ＤＦＴ－Ｓ－ＯＦＤＭ復調部１０６から入力されたデータに対
して、正誤を確認し、確認結果（肯定信号ＡＣＫ／否定信号ＮＡＣＫ）をスケジューリン
グ部１０４に出力する。
　また、データ抽出部１０７は、ＤＦＴ－Ｓ－ＯＦＤＭ復調部１０６から入力されたデー
タからトランスポートチャネルと物理層の制御データとに分離して、スケジューリング部
１０４に出力する。
　分離された制御データには、移動局装置２００から通知された上りリンクのフィードバ
ック情報（下りリンクのチャネルフィードバックレポート（ＣＦＲ）、下りリンクのデー
タに対するＡＣＫ／ＮＡＣＫフィードバック情報）などが含まれている。
【００９４】
　上位層１０８は、パケットデータ統合プロトコル（ＰＤＣＰ：Ｐａｃｋｅｔ　Ｄａｔａ
　Ｃｏｎｖｅｒｇｅｎｃｅ　Ｐｒｏｔｏｃｏｌ）層、無線リンク制御（ＲＬＣ：Ｒａｄｉ
ｏ　Ｌｉｎｋ　Ｃｏｎｔｒｏｌ）層、無線リソース制御（ＲＲＣ：Ｒａｄｉｏ　Ｒｅｓｏ
ｕｒｃｅ　Ｃｏｎｔｒｏｌ）層の処理を行う。
　上位層１０８は、無線リソース制御部１０９を有している。また、無線リソース制御部
１０９は、各種設定情報の管理、システム情報の管理、ページング制御、各移動局装置の
通信状態の管理、ハンドオーバーなどの移動管理、移動局装置ごとのバッファ状況の管理
、ユニキャストおよびマルチキャストベアラの接続設定の管理、移動局識別子（ＵＥＩＤ
）を管理する。
【００９５】
　図１１は、本発明の第１の実施形態による移動局装置２００の構成を示す概略ブロック
図である。移動局装置２００は、データ制御部２０１、ＤＦＴ－Ｓ－ＯＦＤＭ変調部２０
２、無線部２０３ａ、スケジューリング部２０４、チャネル推定部２０５ａ、ＯＦＤＭ復
調部２０６ａ、データ抽出部２０７ａ、上位層２０８、アンテナ部Ａ２を備えている。
　データ制御部２０１、ＤＦＴ－Ｓ－ＯＦＤＭ変調部２０２、無線部２０３ａ、スケジュ
ーリング部２０４、上位層２０８は、送信部を構成する。また、無線部２０３ａ、スケジ
ューリング部２０４、チャネル推定部２０５ａ、ＯＦＤＭ復調部２０６ａ、データ抽出部
２０７ａ、上位層２０８は、受信部を構成する。また、スケジューリング部２０４は、選
択部を構成する。
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【００９６】
　データ制御部２０１、ＤＦＴ－Ｓ－ＯＦＤＭ変調部２０２、無線部２０３ａは、上りリ
ンクの物理層の処理を行う。無線部２０３ａ、チャネル推定部２０５ａ、ＯＦＤＭ復調部
２０６ａ、データ抽出部２０７ａは、下りリンクの物理層の処理を行う。
　データ制御部２０１は、スケジューリング部２０４からトランスポートチャネルおよび
スケジューリング情報を取得する。トランスポートチャネルと物理層で生成される信号お
よびチャネルを、スケジューリング部２０４から入力されるスケジューリング情報に基づ
いて、物理チャネルにマッピングする。このようにマッピングされた各データは、ＤＦＴ
－Ｓ－ＯＦＤＭ変調部２０２に出力される。
【００９７】
　ＤＦＴ－Ｓ－ＯＦＤＭ変調部２０２は、データ制御部２０１から入力されたデータに対
し、データ変調、ＤＦＴ処理、サブキャリアマッピング、逆高速フーリエ変換（ＩＦＦＴ
）処理、サイクリックプレフィックス（ＣＰ）挿入、フィルタリングなどのＤＦＴ－Ｓ－
ＯＦＤＭ信号処理を行い、ＤＦＴ－Ｓ－ＯＦＤＭ信号を生成して、無線部２０３ａに出力
する。
　なお、上りリンクの通信方式は、ＤＦＴ－Ｓ－ＯＦＤＭ等のようなシングルキャリア方
式を想定しているが、代わりにＯＦＤＭ方式のようなマルチキャリア方式を用いても良い
。
【００９８】
　無線部２０３ａは、ＤＦＴ－Ｓ－ＯＦＤＭ変調部２０２から入力された変調データを無
線周波数にアップコンバートして無線信号を生成し、アンテナ部Ａ２を介して、基地局装
置１００（図１０）に送信する。
　また、無線部２０３ａは、基地局装置１００からの下りリンクのデータで変調された無
線信号を、アンテナ部Ａ２を介して受信し、ベースバンド信号にダウンコンバートして、
受信データを、チャネル推定部２０５ａおよびＯＦＤＭ復調部２０６ａに出力する。
【００９９】
　スケジューリング部２０４は、媒体アクセス制御層の処理を行う。スケジューリング部
２０４は、論理チャネルとトランスポートチャネルのマッピング、下りリンクおよび上り
リンクのスケジューリング（ＨＡＲＱ処理、トランスポートフォーマットの選択など）な
どを行う。
　スケジューリング部２０４は、下りリンクのスケジューリングでは、基地局装置１００
や上位層２０８からのスケジューリング情報（トランスポートフォーマットやＨＡＲＱ再
送情報）などに基づいて、トランスポートチャネルおよび物理信号および物理チャネルの
受信制御やＨＡＲＱ再送制御を行う。
【０１００】
　スケジューリング部２０４は、上りリンクのスケジューリングでは、上位層２０８から
入力された上りリンクのバッファ状況、データ抽出部２０７ａから入力された基地局装置
１００からの上りリンクのスケジューリング情報（トランスポートフォーマットやＨＡＲ
Ｑ再送情報など）、および、上位層２０８から入力されたスケジューリング情報などに基
づいて、上位層２０８から入力された上りリンクの論理チャネルをトランスポートチャネ
ルにマッピングするためのスケジューリング処理を行う。
　なお、上りリンクのトランスポートフォーマットについては、基地局装置１００から通
知された情報を利用する。これらスケジューリング情報は、データ制御部２０１に出力さ
れる。
【０１０１】
　また、スケジューリング部２０４は、上位層２０８から入力された上りリンクの論理チ
ャネルをトランスポートチャネルにマッピングし、データ制御部２０１に出力する。また
、スケジューリング部２０４は、チャネル推定部２０５ａから入力された下りリンクのチ
ャネルフィードバックレポート（ＣＦＲ（チャネル状態情報））や、データ抽出部２０７
ａから入力されたＣＲＣ確認結果についても、データ制御部２０１に出力する。
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　また、スケジューリング部２０４は、データ抽出部２０７ａから入力された下りリンク
で取得した制御データとトランスポートチャネルを、必要に応じて処理した後、下りリン
クの論理チャネルにマッピングし、上位層２０８に出力する。
【０１０２】
　チャネル推定部２０５ａは、下りリンクデータの復調のために、下りリンク参照信号（
ＲＳ）から下りリンクのチャネル状態を推定し、その推定結果をＯＦＤＭ復調部２０６ａ
に出力する。
　また、チャネル推定部２０５ａは、基地局装置１００に下りリンクのチャネル状態（無
線伝搬路状態）の推定結果を通知するために、下りリンク参照信号（ＲＳ）から下りリン
クのチャネル状態を推定し、この推定結果を下りリンクのチャネル状態フィードバック情
報（チャネル品質情報など）に変換して、スケジューリング部２０４に出力する。
【０１０３】
　ＯＦＤＭ復調部２０６ａは、チャネル推定部２０５ａから入力された下りリンクのチャ
ネル状態推定結果に基づいて、無線部２０３ａから入力された変調データに対して、ＯＦ
ＤＭ復調処理を行い、データ抽出部２０７ａに出力する。
　データ抽出部２０７ａは、ＯＦＤＭ復調部２０６ａから入力されたデータに対して、巡
回冗長検査（ＣＲＣ）を行い、正誤を確認し、確認結果（ＡＣＫ／ＮＡＣＫフィードバッ
ク情報）をスケジューリング部２０４に出力する。
【０１０４】
　また、データ抽出部２０７ａは、ＯＦＤＭ復調部２０６ａから入力されたデータからト
ランスポートチャネルと物理層の制御データに分離して、スケジューリング部２０４に出
力する。分離された制御データには、下りリンクまたは上りリンクのリソース割り当てや
上りリンクのＨＡＲＱ制御情報などのスケジューリング情報が含まれる。このとき、物理
下りリンク制御信号（ＰＤＣＣＨ）の検索空間（検索領域とも称する）をデコード処理し
、自局宛の下りリンクまたは上りリンクのリソース割り当てなどを抽出する。
【０１０５】
　上位層２０８は、パケットデータ統合プロトコル（ＰＤＣＰ：Ｐａｃｋｅｔ　Ｄａｔａ
　Ｃｏｎｖｅｒｇｅｎｃｅ　Ｐｒｏｔｏｃｏｌ）層、無線リンク制御（ＲＬＣ：Ｒａｄｉ
ｏ　Ｌｉｎｋ　Ｃｏｎｔｒｏｌ）層、無線リソース制御（ＲＲＣ：Ｒａｄｉｏ　Ｒｅｓｏ
ｕｒｃｅ　Ｃｏｎｔｒｏｌ）層の処理を行う。上位層２０８は、無線リソース制御部２０
９を有する。
　無線リソース制御部２０９は、各種設定情報の管理、システム情報の管理、ページング
制御、自局の通信状態の管理、ハンドオーバーなどの移動管理、バッファ状況の管理、ユ
ニキャストおよびマルチキャストベアラの接続設定の管理、移動局識別子（ＵＥＩＤ）を
管理する。
【０１０６】
　図１２は、本発明の第１の実施形態による基地局装置１００（図１０）のデータ制御部
１０１ａ、ＯＦＤＭ変調部１０２ａ、無線部１０３ａの構成を示す概略ブロック図である
。ここでは、基地局装置１００（図１０）において、下りリンクに周波数アグリゲーショ
ンを適用する場合について説明する。
　データ制御部１０１ａは、物理マッピング部３０１、参照信号生成部３０２、同期信号
生成部３０３を備えている。参照信号生成部３０２は、下りリンク参照信号を生成し、物
理マッピング部３０１に出力する。同期信号生成部３０３は同期信号を生成し、物理マッ
ピング部３０１に出力する。
【０１０７】
　物理マッピング部３０１は、スケジューリング情報に基づいて、トランスポートチャネ
ルを各物理リソースブロック（ＰＲＢ）にマッピングするとともに、参照信号生成部３０
２において生成された参照信号と、同期信号生成部３０３において生成された同期信号を
物理フレームに多重する。
　このとき、スケジューリング情報にはシステム帯域幅に関連する情報が含まれる。物理
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マッピング部３０１は、システム帯域Ｗ１内のＮ１ＷＰＲＢの帯域に配置された物理リソ
ースブロック（ＰＲＢ）およびシステム帯域Ｗ２内のＮ２ＷＰＲＢの帯域に配置された物
理リソースブロック（ＰＲＢ）にトランスポートチャネルをマッピングし、システム帯域
Ｗ１およびシステム帯域Ｗ２以外の帯域およびガードバンドにおけるサブキャリアにヌル
信号を挿入する。また、物理マッピング部３０１は、システム帯域幅に関連する情報を含
む物理報知チャネルをマッピングする。
【０１０８】
　ＯＦＤＭ変調部１０２ａは、変調部３０４、ＩＦＦＴ部３０５、ＣＰ挿入部３０６を備
えている。
　変調部３０４は、物理フレームの各リソースエレメントにマッピングされた情報をＱＰ
ＳＫ変調／１６ＱＡＭ変調／６４ＱＡＭ変調などの変調方式に基づいて変調して変調シン
ボルを生成し、ＩＦＦＴ部３０５に出力する。
　ＩＦＦＴ部３０５は、変調部３０４において生成された変調シンボル（周波数方向と時
間方向の平面上に並べられた変調シンボル）を逆高速フーリエ変換（ＩＦＦＴ）して周波
数領域の信号を時間領域の信号に変換し、ＣＰ挿入部３０６に出力する。
　ＣＰ挿入部３０６は、時間領域の信号にサイクリックプレフィックス（ＣＰ）を挿入し
、ＯＦＤＭシンボルを生成し、無線部１０３ａのＤ／Ａ変換部３０７に出力する。
【０１０９】
　無線部１０３ａは、Ｄ／Ａ変換部３０７、無線送信部３０８を備えている。
　Ｄ／Ａ変換部３０７は、デジタル信号であるＣＰ挿入部３０６の出力のＯＦＤＭシンボ
ル系列をアナログ信号に変換し、無線送信部３０８に出力する。
　無線送信部３０８は、図４に示したキャリア周波数を用いてアナログ信号をアップコン
バートし、アンテナ部Ａ１を介して、生成した信号を移動局装置２００（図１１）に送信
する。
【０１１０】
　図１３は、本発明の第１の実施形態による移動局装置２００（図１１）の無線部２０３
ａ、チャネル推定部２０５ａ、ＯＦＤＭ復調部２０６ａ、データ抽出部２０７ａの構成を
示す概略ブロック図である。ここでは、移動局装置２００において、下りリンクに周波数
アグリゲーションを適用する場合について説明する。
　無線部２０３ａは、無線受信部４０１、Ａ／Ｄ変換部４０２を備えている。
　無線受信部４０１は、アンテナ部Ａ２を介して基地局装置１００（図１０）から信号を
受信し、受信した信号を図４に示したキャリア周波数を用いてダウンコンバートする。ま
た、無線受信部４０１は、セル選択、セル再選択処理によって、予め信号に挿入されてい
る同期信号を参照して、同期を取り、スケジューリング部１０４または上位層から通知さ
れるシステム帯域に関する情報を用いて、システム帯域Ｗ１とシステム帯域Ｗ２における
接続のセットアップを行う。なお、無線受信部４０１は、デジタル信号を用いて同期を取
る場合は、Ａ／Ｄ変換部４０２の出力を用いる。
【０１１１】
　Ａ／Ｄ変換部４０２は、無線受信部４０１の出力のアナログ信号をデジタル信号に変換
し、チャネル推定部２０５ａと、ＯＦＤＭ復調部２０６ａのＣＰ除去部４０３に出力する
。
　ＯＦＤＭ復調部２０６ａは、ＣＰ除去部４０３、ＦＦＴ部４０４、復調部４０５を備え
ている。ＣＰ除去部４０３は、Ａ／Ｄ変換部４０２から出力されたデジタル信号のうち、
サイクリックプレフィックス（ＣＰ）の部分を除去する。
　ＣＰ除去部４０３においてサイクリックプレフィックス（ＣＰ）を除去された時間領域
の信号は、ＦＦＴ部４０４において各リソースエレメントにおける変調シンボル（周波数
方向と時間方向の平面上に並べられた変調シンボル）に変換される。
【０１１２】
　復調部４０５は、変換された変調シンボルに対して、伝搬路推定部２０５ａにおいて推
定された伝搬路推定値を参照しながら、変調部３０４で用いた変調方式に対応する復調処
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理を行い、ビット系列（あるいはビットにおける尤度情報など）を取得する。
　セル選択、セル再選択処理によって、物理報知チャネル内の情報を用いて、データ抽出
をセットアップする場合、データ抽出部２０７ａは、物理報知チャネルを含む帯域の物理
リソースブロック（ＰＲＢ）から報知情報を抽出して、システム帯域Ｗ１とシステム帯域
Ｗ２におけるデータ抽出のセットアップを行う。
　あるいは、報知情報を一旦スケジューリング部１０４、またはスケジューリング部１０
４を介して上位層に通知し、これらの指示に基づいて、システム帯域Ｗ１とシステム帯域
Ｗ２におけるデータ抽出のセットアップを行う。このとき、スケジューリング部１０４ま
たは上位層は、無線受信部４０１にシステム帯域に関する情報を通知する。
【０１１３】
　セットアップがすでに行われ、データを受信する（通常の通信を行う）場合、データ抽
出部２０７ａは、各物理リソースブロック（ＰＲＢ）をトランスポートチャネルにマッピ
ングする。このとき、データ抽出部２０７ａは、システム帯域Ｗ１およびシステム帯域Ｗ
２以外の帯域およびガードバンドにおけるサブキャリアにおける信号を除去し、トランス
ポートチャネルにシステム帯域Ｗ１内のＮ１ＷＰＲＢの帯域に配置された物理リソースブ
ロック（ＰＲＢ）およびシステム帯域Ｗ２内のＮ２ＷＰＲＢの帯域に配置された物理リソ
ースブロック（ＰＲＢ）をマッピングする。
【０１１４】
　次に、本発明の第１の実施形態による無線通信システム（通信システムとも称する）の
処理について説明する。
　第１の実施形態では、複数の帯域Ｗ１、Ｗ２（図５（ａ））の各々において、同じ周波
数方向に位置する自然数個の物理リソースブロック（ＰＲＢ）にデータを配置して基地局
装置１００から移動局装置２００に信号を送信する。
【０１１５】
　より具体的には、基地局装置１００（図１０）の無線部１０３ａ（信号送信部とも称す
る）は、複数のシステム帯域Ｗ１、Ｗ２（図５（ａ））の各々において、同じ周波数方向
に位置する自然数個の物理リソースブロック（ＰＲＢ）にデータを配置した信号と、複数
の帯域Ｗ１、Ｗ２を特定する情報を含む信号とを、移動局装置２００に送信する。なお、
無線部１０３ａは、複数の帯域Ｗ１、Ｗ２を特定する情報を含む信号を、複数の帯域Ｗ１
、Ｗ２のうちのいずれかのみを介して移動局装置２００に送信するようにしても良い。
【０１１６】
　そして、移動局装置２００（図１１）の無線部２０３ａ（信号受信部とも称する）は、
複数の帯域Ｗ１、Ｗ２のいずれかを介して、複数の帯域Ｗ１、Ｗ２を特定する情報を含む
信号を、アンテナ部Ａ１を介して基地局装置１００の無線部１０３ａから受信し、その複
数の帯域Ｗ１、Ｗ２を特定する情報に基づいて、複数の帯域Ｗ１、Ｗ２の各々において、
同じ周波数方向に位置する自然数個の物理リソースブロック（ＰＲＢ）にデータが配置さ
れた信号を、アンテナ部Ａ２を介して基地局装置１００の無線部１０３ａから受信する。
　なお、複数の帯域Ｗ１、Ｗ２を特定する情報を含む信号を、複数の帯域Ｗ１、Ｗ２のう
ちのいずれかにのみ挿入するようにし、無線部２０３ａが、複数の帯域Ｗ１、Ｗ２を特定
する情報を含む信号を検知して受信するようにしても良い。
【０１１７】
　そして、移動局装置２００のデータ抽出部２０７ａは、無線部２０３ａが受信した同じ
周波数方向に位置する自然数個の物理リソースブロック（ＰＲＢ）にデータが配置された
信号を、ＯＦＤＭ復調部２０６ａを介して取得し、その信号から、基地局装置１００が送
信したデータを抽出する。
【０１１８】
　このように、本実施形態に係る物理リソースブロック（ＰＲＢ）の配置は、複数の帯域
のそれぞれに、周波数軸上に自然数個の物理リソースブロック（ＰＲＢ）を設置するよう
にする。また、その配置を考慮した上で、基地局装置１００におけるトランスポートチャ
ネルから物理リソースブロック（ＰＲＢ）へのマッピング、および移動局装置２００にお
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ける物理リソースブロック（ＰＲＢ）からトランスポートチャネルへのマッピングを行う
。
　これにより、複数のシステム帯域を跨ぐような物理リソースブロック（ＰＲＢ）を生じ
させないようにＰＲＢ配置をすることができる。そのため、いずれの物理リソースブロッ
ク（ＰＲＢ）においても、物理リソースブロック（ＰＲＢ）の内部で伝搬路特性は連続と
なり、伝搬路推定や受信品質測定の精度が劣化することを防ぐことができる。
【０１１９】
（第２の実施形態）
　次に、本発明の第２の実施形態による無線通信システムについて説明する。第２の実施
形態による基地局装置と移動局装置の構成は、第１の実施形態による基地局装置１００と
移動局装置２００の構成と同様であるので、それらの説明を省略する。以降では、第２の
実施形態が、第１の実施形態と異なる部分についてのみ説明する。
【０１２０】
　図１４は、本発明の第２の実施形態による無線通信システムで用いる帯域の一例を示す
図である。図４において、横軸は周波数を示している。本実施形態では、システム帯域Ｗ
’１とシステム帯域Ｗ’２の周波数を用いて、基地局装置１００から移動局装置２００に
信号を送信する。システム帯域Ｗ’１のキャリア周波数はｆ’１であり、システム帯域Ｗ
’２のキャリア周波数はｆ’２である。
【０１２１】
　なお、基地局装置１００は、１つのシステム帯域のみを用いて移動局装置２００に信号
を送信しても良い。その場合は、第１の実施形態の基地局装置１００と同様の構成を用い
れば良い。本実施形態に係るサブフレーム構成は、図５（ａ）及び図５（ｂ）に示した構
成と同様の構成を用いることができる。
　システム帯域のいずれか（ここではシステム帯域Ｗ’１）に同期用の信号である同期信
号と、物理報知情報を含むチャネルである物理報知チャネルが挿入されている。
　移動局装置２００は、同期信号を探索してフレーム同期を取るとともに、物理報知チャ
ネル内の情報を取得する。物理報知チャネル内の情報には、システム帯域を示す情報（シ
ステム帯域Ｗ’２を含むアグリゲーションリソースの領域に関する情報）が含まれている
。移動局装置２００は、この情報を用いて、システム帯域Ｗ’１とシステム帯域Ｗ’２と
を受信する。
【０１２２】
　このとき、システム帯域Ｗ’１にＮ１個の、システム帯域Ｗ’２にＮ２個の物理リソー
スブロック（ＰＲＢ）を配置する。これにより、いずれの物理リソースブロック（ＰＲＢ
）においても、物理リソースブロック（ＰＲＢ）の内部で伝搬路特性は連続となり、伝搬
路推定や受信品質測定の精度が劣化することを防ぐことができる。
【０１２３】
　図１５は、本発明の第２の実施形態による基地局装置のデータ制御部１０１ｂ、ＯＦＤ
Ｍ変調部１０２ｂ、無線部１０３ｂの構成を示す概略ブロック図である。ここでは、基地
局装置において、下りリンクに周波数アグリゲーションを適用する場合について説明する
。
　第２の実施形態による基地局装置は、第１の実施形態による基地局装置１００のデータ
制御部１０１ａ、ＯＦＤＭ変調部１０２ａ、無線部１０３ａ（図１２）の代わりに、デー
タ制御部１０１ｂ、ＯＦＤＭ変調部１０２ｂ、無線部１０３ｂを備えている。
【０１２４】
　データ制御部１０１ｂは、物理マッピング部５０１、参照信号生成部５０２、同期信号
生成部５０３を備えている。
　参照信号生成部５０２は、下りリンク参照信号を生成し、物理マッピング部５０１１に
出力する。同期信号生成部５０３は、同期信号を生成し、物理マッピング部５０１１に出
力する。物理マッピング部５０１は、スケジューリング情報に基づいて、トランスポート
チャネルを各物理リソースブロック（ＰＲＢ）にマッピングするとともに、参照信号生成
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部５０２において生成された参照信号と、同期信号生成部５０３において生成された同期
信号を物理フレームに多重する。
　このとき、スケジューリング情報にはシステム帯域幅Ｗ’１、Ｗ’２に関連する情報が
含まれている。物理マッピング部５０１は、システム帯域Ｗ’１内のＮ１ＷＰＲＢの帯域
に配置された物理リソースブロック（ＰＲＢ）およびシステム帯域Ｗ’２内のＮ２ＷＰＲ

Ｂの帯域に配置された物理リソースブロック（ＰＲＢ）にトランスポートチャネルをマッ
ピングする。
【０１２５】
　ＯＦＤＭ変調部１０２ｂは、変調部５０４－１、５０４－２、ＩＦＦＴ部５０５－１、
５０５－２、ＣＰ挿入部５０６－１、５０６－２を備えている。
　変調部５０４－１、ＩＦＦＴ部５０５－１、ＣＰ挿入部５０６－１は、システム帯域Ｗ
’１におけるＮ１ＷＰＲＢの帯域に配置された物理リソースブロック（ＰＲＢ）に対する
処理を行う。
　変調部５０４－１は、物理フレームの各リソースエレメントにマッピングされた情報を
ＱＰＳＫ変調、１６ＱＡＭ変調、６４ＱＡＭ変調などの変調方式に基づいて変調して変調
シンボルを生成し、ＩＦＦＴ部５０５－１に出力する。
【０１２６】
　ＩＦＦＴ部５０５－１は、変調部５０４－１において生成された変調シンボル（周波数
方向と時間方向の平面上に並べられた変調シンボル）を、逆高速フーリエ変換（ＩＦＦＴ
）して周波数領域の信号を時間領域の信号に変換し、ＣＰ挿入部５０６－１に出力する。
　ＣＰ挿入部５０６－１は、時間領域の信号にサイクリックプレフィックス（ＣＰ）を挿
入し、ＯＦＤＭシンボルを生成して、無線部１０３ｂのＤ／Ａ変換部５０７－１に出力す
る。
【０１２７】
　変調部５０４－２、ＩＦＦＴ部５０５－２、ＣＰ挿入部５０６－２は、システム帯域Ｗ
’２におけるＮ２ＷＰＲＢの帯域に配置された物理リソースブロック（ＰＲＢ）に対する
処理を行う。
　変調部５０４－２は、物理フレームの各リソースエレメントにマッピングされた情報を
ＱＰＳＫ変調、１６ＱＡＭ変調、６４ＱＡＭ変調などの変調方式に基づいて変調して変調
シンボルを生成して、ＩＦＦＴ部５０５－２に出力する。
　ＩＦＦＴ部５０５－２は、変調部５０４－２において生成された変調シンボル（周波数
方向と時間方向の平面上に並べられた変調シンボル）を逆高速フーリエ変換（ＩＦＦＴ）
して、周波数領域の信号を時間領域の信号に変換し、ＣＰ挿入部５０６－２に出力する。
　ＣＰ挿入部５０６－２は、時間領域の信号にサイクリックプレフィックス（ＣＰ）を挿
入し、ＯＦＤＭシンボルを生成して、無線部１０３ｂのＤ／Ａ変換部５０７－２に出力す
る。
【０１２８】
　無線部１０３ｂは、Ｄ／Ａ変換部５０７－１、５０７－２、無線送信部５０８－１、５
０８－２を備えている。
　Ｄ／Ａ変換部５０７－１、無線送信部５０８－１は、システム帯域Ｗ’１におけるＮ１

ＷＰＲＢの帯域に配置された物理リソースブロック（ＰＲＢ）に対する処理を行う。
　Ｄ／Ａ変換部５０７－１は、デジタル信号であるＣＰ挿入部５０６－１の出力のＯＦＤ
Ｍシンボル系列をアナログ信号に変換し、無線送信部５０８－１に出力する。
　無線送信部５０８－１は、図１４に示したキャリア周波数Ｗ’１を用いてアナログ信号
をアップコンバートし、アンテナ部Ａ１を介して、生成した信号を移動局装置に送信する
。
【０１２９】
　Ｄ／Ａ変換部５０７－２、無線送信部５０８－２は、システム帯域Ｗ’２におけるＮ２

ＷＰＲＢの帯域に配置された物理リソースブロック（ＰＲＢ）に対する処理を行う。
　Ｄ／Ａ変換部５０７－２は、デジタル信号であるＣＰ挿入部５０６－２の出力のＯＦＤ
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Ｍシンボル系列をアナログ信号に変換し、無線送信部５０８－２に出力する。
　無線送信部５０８－２は、図１４に示したキャリア周波数Ｗ’２を用いてアナログ信号
をアップコンバートし、アンテナ部Ａ１を介して、生成した信号を移動局装置に送信する
。
　なお、ここでは、異なる信号に対して同様の処理を行うブロックを分けて記載している
が、１つの回路を共用しても良い。
【０１３０】
　図１６は、本発明の第２の実施形態による移動局装置２００の無線部２０３ｂ、チャネ
ル推定部２０５ｂ、ＯＦＤＭ復調部２０６ｂ、データ抽出部２０７ｂの構成を示す概略ブ
ロック図である。ここでは、移動局装置２００において、下りリンクに周波数アグリゲー
ションを適用する場合について説明する。
　また、第２の実施形態による移動局装置２００は、第１の実施形態による移動局装置２
００の無線部２０３ａ、チャネル推定部２０５ａ、ＯＦＤＭ復調部２０６ａ、データ抽出
部２０７ａ（図１３）の代わりに、無線部２０３ｂ、チャネル推定部２０５ｂ、ＯＦＤＭ
復調部２０６ｂ、データ抽出部２０７ｂを備えている。
【０１３１】
　無線部２０３ｂは、無線受信部６０１－１、６０１－２、Ａ／Ｄ変換部６０２－１、６
０２－２を備えている。
　無線受信部６０１－１は、アンテナ部Ａ２を介して信号を基地局装置１００から受信し
、受信した信号を図１４に示したキャリア周波数Ｗ’１を用いてダウンコンバートする。
また、無線受信部６０１－１は、セル選択、セル再選択処理によって、予め信号に挿入さ
れている同期信号を参照して、同期を取り、スケジューリング部１０４または上位層から
通知されるシステム帯域に関する情報を用いて、システム帯域Ｗ’１における接続のセッ
トアップを行う。なお、無線受信部６０１－１は、デジタル信号を用いて同期を取る場合
は、下記のＡ／Ｄ変換部６０２－１の出力を用いる。
　Ａ／Ｄ変換部６０２－１は、無線受信部６０１－１の出力のアナログ信号をデジタル信
号に変換し、チャネル推定部２０５ｂのバンド毎チャネル推定部６０３－１と、ＯＦＤＭ
復調部２０６ｂのＣＰ除去部６０４－１に出力する。
【０１３２】
　無線受信部６０１－２は、スケジューリング部１０４または上位層から通知されるシス
テム帯域に関する情報を用いて、システム帯域Ｗ’２における接続のセットアップを行い
、アンテナ部Ａ２を介して信号を基地局装置から受信し、無線受信部６０１－１において
取ったフレーム同期のタイミングに基づいて、受信した信号を図１４に示したキャリア周
波数Ｗ’２を用いてダウンコンバートし、Ａ／Ｄ変換部６０２－２に出力する。
　Ａ／Ｄ変換部６０２－２は、無線受信部６０１－２の出力のアナログ信号をデジタル信
号に変換し、チャネル推定部２０５ｂのバンド毎チャネル推定部６０３－２と、ＯＦＤＭ
復調部２０６ｂのＣＰ除去部６０４－２に出力する。
【０１３３】
　チャネル推定部２０５ｂは、バンド毎チャネル推定部６０３－１、６０３－２を備えて
いる。
　バンド毎チャネル推定部６０３－１は、システム帯域Ｗ’１におけるＮ１ＷＰＲＢの帯
域に配置された物理リソースブロック（ＰＲＢ）における参照信号を参照して、Ｎ１ＷＰ

ＲＢの帯域に配置された物理リソースブロック（ＰＲＢ）におけるチャネル推定を行い、
その推定結果をＯＦＤＭ復調部２０６ｂの復調部６０６－１に出力する。
　バンド毎チャネル推定部６０３－２は、システム帯域Ｗ’２におけるＮ２ＷＰＲＢの帯
域に配置された物理リソースブロック（ＰＲＢ）における参照信号を参照して、Ｎ２ＷＰ

ＲＢの帯域に配置された物理リソースブロック（ＰＲＢ）におけるチャネル推定を行い、
その推定結果をＯＦＤＭ復調部２０６ｂの復調部６０６－２に出力する。
【０１３４】
　ＯＦＤＭ復調部２０６ｂは、ＣＰ除去部６０４－１、６０４－２、ＦＦＴ部６０５－１
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、６０５－２、復調部６０６－１、６０６－２を備えている。
　ＣＰ除去部６０４－１、ＦＦＴ部６０５－１、復調部６０６－１は、システム帯域Ｗ’
１におけるＮ１ＷＰＲＢの帯域に配置された物理リソースブロック（ＰＲＢ）に対する処
理を行う。
　ＣＰ除去部６０４－１は、Ａ／Ｄ変換部６０２－１から出力されたデジタル信号のうち
、サイクリックプレフィックス（ＣＰ）部分を除去する。
【０１３５】
　ＣＰ除去部６０４－１においてサイクリックプレフィックス（ＣＰ）を除去された時間
領域の信号は、ＦＦＴ部６０５－１において各リソースエレメントにおける変調シンボル
（周波数方向（Ｎ１ＷＰＲＢの帯域）と時間方向の平面上に並べられた変調シンボル）に
変換され、ＦＦＴ部６０５－１に出力される。
　復調部６０６－１は、変換された変調シンボルに対して、伝搬路推定部６０３－１にお
いて推定された伝搬路推定値を参照しながら、変調部５０４－１で用いた変調方式に対応
する復調処理を行い、ビット系列（あるいはビットにおける尤度情報など）を取得する。
【０１３６】
　ＣＰ除去部６０４－２、ＦＦＴ部６０５－２、復調部６０６－２は、システム帯域Ｗ’
２におけるＮ２ＷＰＲＢの帯域に配置された物理リソースブロック（ＰＲＢ）に対する処
理を行う。
　ＣＰ除去部６０４－２は、Ａ／Ｄ変換部６０２－２から出力されたデジタル信号のうち
、サイクリックプレフィックス（ＣＰ）部分を除去し、ＦＦＴ部６０５－２に出力する。
　ＣＰ除去部６０４－２においてサイクリックプレフィックス（ＣＰ）を除去された時間
領域の信号は、ＦＦＴ部６０５－２において各リソースエレメントにおける変調シンボル
（周波数方向（Ｎ２ＷＰＲＢの帯域）と時間方向の平面上に並べられた変調シンボル）に
変換され、復調部６０６－２に出力される。
【０１３７】
　復調部６０６－２は、変換された変調シンボルに対して、伝搬路推定部６０３－２にお
いて推定された伝搬路推定値を参照しながら、変調部５０４－２で用いた変調方式に対応
する復調処理を行い、ビット系列（あるいはビットにおける尤度情報など）を取得する。
　セル選択、セル再選択処理によって、物理報知チャネル内の情報を用いて、データ抽出
をセットアップする場合、データ抽出部２０７は、物理報知チャネルを含む帯域の物理リ
ソースブロック（ＰＲＢ）から報知情報を抽出して、システム帯域Ｗ’１とシステム帯域
Ｗ’２におけるデータ抽出のセットアップを行う。
　あるいは、報知情報を一旦スケジューリング部１０４、またはスケジューリング部１０
４を介して上位層に通知し、これらの指示に基づいて、システム帯域Ｗ’１とシステム帯
域Ｗ’２におけるデータ抽出のセットアップを行う。このとき、スケジューリング部１０
４または上位層は、無線受信部６０１－１、６０１－２にシステム帯域に関する情報を通
知する。
【０１３８】
　セットアップがすでに行われ、データを受信する（通常の通信を行う）場合、データ抽
出部２０７ｂは、スケジューリング情報に基づいて、各物理リソースブロック（ＰＲＢ）
をトランスポートチャネルにマッピングする。このとき、データ抽出部２０７ｂは、トラ
ンスポートチャネルに、復調部６０６－１の出力であるシステム帯域Ｗ’１内のＮ１ＷＰ

ＲＢの帯域に配置された物理リソースブロック（ＰＲＢ）、および復調部６０６－２の出
力であるシステム帯域Ｗ’２内のＮ２ＷＰＲＢの帯域に配置された物理リソースブロック
（ＰＲＢ）をマッピングする。
　なお、ここでは、異なる信号に対して同様の処理を行うブロックを分けて記載している
が、１つの回路を共用しても良い。
　以上の説明では、図５（ａ）及び図５（ｂ）に示したようなフレーム構成を取る場合に
ついて述べたが、図１７（ａ）及び図１７（ｂ）に示すようなフレーム構成を用いても良
い。
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【０１３９】
　図１７（ａ）及び図１７（ｂ）は、本発明の第２の実施形態で用いるサブフレーム構成
の他の一例を示す図である。図１７（ａ）において、縦軸は周波数を示している。また、
図１７（ｂ）において、横軸は時間を示しており、縦軸は周波数を示している。
　図１７（ａ）に示すように、本実施形態では、基地局装置１００と移動局装置２００が
通信する際に、複数の帯域（ここでは、システム帯域Ｗ’１とシステム帯域Ｗ’２）を用
いる。システム帯域Ｗ’１とシステム帯域Ｗ’２には、それぞれ複数のサブキャリアが含
まれている。
【０１４０】
　図１７（ｂ）に示すように、サブフレーム＃Ｆ’０には、スロット＃Ｓ’０とスロット
＃Ｓ’１が含まれている。スロット＃Ｓ’０とスロット＃Ｓ’１には、それぞれ７個のＯ
ＦＤＭシンボルが含まれている。
　システム帯域Ｗ’２に対応するＮ２ＷＰＲＢの帯域には、物理リソースブロック（ＰＲ
Ｂ）の帯域ＷＰＲＢが、Ｎ２個含まれている。Ｎ２ＷＰＲＢの帯域には、下りリンク参照
信号Ａ０１、物理下りリンクチャネルＡ０２、物理下りリンク同期信号Ａ０３が配置され
ている。
　システム帯域Ｗ’１に対応するＮ１ＷＰＲＢの帯域には、物理リソースブロック（ＰＲ
Ｂ）の帯域ＷＰＲＢが、Ｎ１個含まれている。Ｎ１ＷＰＲＢの帯域には、下りリンク参照
信号Ａ０１、物理下りリンクチャネルＡ０２、物理下りリンク同期信号Ａ０３、物理報知
チャネル（ＰＢＣＨ）Ａ０４が配置されている。
【０１４１】
　図１７（ａ）及び図１７（ｂ）の構成のフレームを用いる場合であっても、上述した基
地局装置１００や移動局装置２００と同様の構成を用いることができる。この場合、無線
受信部６０１－１と無線受信部６０１－２は、それぞれシステム帯域Ｗ’１の同期信号と
システム帯域Ｗ’２の同期信号を用いてフレーム同期する。このため、無線受信部６０１
－１から無線受信部６０１－２にフレーム同期のタイミングを通知しなくても良い。
　さらに、両方のシステム帯域に同期信号と物理報知チャネルが配置されている場合は、
それぞれのシステム帯域において、同期／報知情報の取得／システム帯域受信のセットア
ップを行えば良い。ただし、この場合においても、データ抽出部２０７ｂにおける処理は
上述の処理と同じである。
【０１４２】
　このように、本実施形態による物理リソースブロック（ＰＲＢ）の配置は、複数の帯域
のそれぞれに、周波数軸上に自然数個の物理リソースブロック（ＰＲＢ）を設置するよう
にする。また、その配置を考慮した上で、基地局装置１００におけるトランスポートチャ
ネルから物理リソースブロック（ＰＲＢ）へのマッピング、および移動局装置２００にお
ける物理リソースブロック（ＰＲＢ）からトランスポートチャネルへのマッピングを行う
。
　これにより、複数のシステム帯域を跨ぐような物理リソースブロック（ＰＲＢ）を生じ
させないように物理リソースブロック（ＰＲＢ）の配置をすることができる。そのため、
いずれの物理リソースブロック（ＰＲＢ）においても、物理リソースブロック（ＰＲＢ）
の内部で伝搬路特性は連続となり、伝搬路推定や受信品質測定の精度が劣化することを防
ぐことができる。
【０１４３】
（第３の実施形態）
　次に、本発明の第３の実施形態による通信システムについて説明する。第３の実施形態
による基地局装置と移動局装置の構成は、第１の実施形態による基地局装置１００と移動
局装置２００の構成と同様であるので、それらの説明を省略する。以降では、第３の実施
形態が、第１の実施形態と異なる部分についてのみ説明する。
　本実施形態では、受信品質の測定単位あるいは受信品質の参照単位として、周波数方向
に複数のリソースブロック分の帯域をまとめたサブバンドという単位を用いる場合につい
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て説明する。
【０１４４】
　図１８は、本発明の第３の実施形態による通信システムで用いるサブバンドの一例を示
す図である。図１８において、横軸は時間を示しており、縦軸は周波数を示している。
　図１８では、サブバンド＃Ｂ０、＃Ｂ１、＃Ｂ２、・・・は、周波数方向の３つの物理
リソースブロック（ＰＲＢ）を、それぞれ含んでいる。また、サブバンド＃Ｂ０、＃Ｂ１
、＃Ｂ２、・・・は、１つのスロットを、それぞれ含んでいる。
　サブバンド＃Ｂ０、＃Ｂ１、＃Ｂ２、・・・を構成する各物理リソースブロック（ＰＲ
Ｂ）には、それぞれ下りリンク参照信号Ａ０１、物理下りリンクチャネルＡ０２が配置さ
れている。
　なお、ここでは、複数のサブバンドが同一の帯域である場合を示しているが、これに限
定されるものではない。
【０１４５】
　図１９（ａ）及び図１９（ｂ）は、本発明の第３の実施形態で用いるサブフレーム構成
の一例を示す図である。図１９（ａ）において、縦軸は周波数を示している。また、図１
９（ｂ）において、横軸は時間を示しており、縦軸は周波数を示している。
　図１９（ａ）に示すように、本実施形態では、基地局装置１００と移動局装置２００が
通信する際に、複数の帯域（ここでは、システム帯域Ｗ’’１とシステム帯域Ｗ’’２）
を用いる。システム帯域Ｗ’’１とシステム帯域Ｗ’’２には、それぞれ複数のサブキャ
リアが含まれている。
【０１４６】
　図１９（ｂ）に示すように、サブフレーム＃Ｆ’’０は、１ミリ秒（ｍｓ）の時間幅を
有している。サブフレーム＃Ｆ’’０には、スロット＃Ｓ’’０とスロット＃Ｓ’’１が
含まれている。スロット＃Ｓ’’０とスロット＃Ｓ’’１には、それぞれ７個のＯＦＤＭ
シンボルが含まれている。
　システム帯域Ｗ’’２に対応するＮ２ＷＰＲＢの帯域には、物理リソースブロック（Ｐ
ＲＢ）の帯域ＷＰＲＢが、Ｎ２個含まれている。Ｎ２ＷＰＲＢの帯域には、下りリンク参
照信号Ａ０１、物理下りリンクチャネルＡ０２が配置されている。
　システム帯域Ｗ’’１に対応するＮ１ＷＰＲＢの帯域には、物理リソースブロック（Ｐ
ＲＢ）の帯域ＷＰＲＢが、Ｎ１個含まれている。Ｎ１ＷＰＲＢの帯域には、下りリンク参
照信号Ａ０１、物理下りリンクチャネルＡ０２が配置されている。
【０１４７】
　図１９（ｂ）は、マルチキャリア通信方式の一種であるＯＦＤＭにおける送信単位であ
るサブフレームの構成の一例を示している。周波数方向に複数のリソースブロック分の帯
域をまとめたものをサブバンドと称する。以下では、それぞれの物理リソースブロック（
ＰＲＢ）は周波数方向に一様な帯域幅ＷＰＲＢを持つ場合について説明する。
　図２５のような不連続な複数の帯域（Ｗ２１、Ｗ２２）を複合的に用いて１つの広帯域
なシステムを運用する際、物理リソースブロック（ＰＲＢ）の配置は、複数の帯域のそれ
ぞれに、周波数軸上に自然数個の物理リソースブロック（ＰＲＢ）を配置するようにし、
かつサブバンドの配置は、複数の帯域のそれぞれに、自然数個のサブバンドを設置する。
【０１４８】
　図１９（ａ）及び図１９（ｂ）では、システムがシステム帯域Ｗ’’１とシステム帯域
Ｗ’’２の２つの帯域を用いる場合について示している。システム帯域Ｗ’’１にはＮ１

個（Ｎ１は自然数）の物理リソースブロック（ＰＲＢ）を配置し、システム帯域Ｗ’’２
にはＮ２個（Ｎ２は自然数）の物理リソースブロック（ＰＲＢ）を配置するように設定す
る。また、システム帯域Ｗ’’１にはＭ１個（Ｍ１は自然数）のサブバンドを配置し、シ
ステム帯域Ｗ’’２にはＭ２個（Ｍ２は自然数）のサブバンドを配置するように設定する
。
【０１４９】
　例えば、システムに対して許可されたシステム帯域の帯域幅がＷ’’１であり、他のシ
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ステム帯域の帯域幅がＷ’’２であり、ＷＰＲＢが固定の値に設定されているようなシス
テムである場合、Ｎ１を（Ｗ’’１／ＷＰＲＢ）以下となる自然数に設定し、Ｎ２を（Ｗ
’’２／ＷＰＲＢ）以下となる自然数に設定する。また、Ｗ’’１内の周波数方向にＮ１

個並んだＰＲＢを複数個ずつまとめるようにしてＭ１個のサブバンドを構成する。さらに
、Ｗ’’２内の周波数方向にＮ２個並んだ物理リソースブロック（ＰＲＢ）を複数個ずつ
まとめるようにしてＭ２個のサブバンドを構成する。これにより、Ｗ’’１の帯域の中の
Ｎ１ＷＲＰＢの帯域に物理リソースブロック（ＰＲＢ）を配置し、Ｗ’’２の帯域の中の
Ｎ２ＷＲＰＢの帯域に物理リソースブロック（ＰＲＢ）を配置し、かつＮ１ＷＲＰＢの帯
域をＭ１個のサブバンドに分割し、Ｗ２の帯域をＭ２個のサブバンドに分割するようにシ
ステム帯域を用いる。
【０１５０】
　あるいは、ＷＰＲＢが基地局装置毎（あるいは地域毎）に設定可能なパラメータである
システムにおいては、ＷＰＲＢを所定の自然数Ｎ１を用いてＷ’’１／Ｎ１、あるいは所
定の自然数Ｎ２を用いてＷ’’２／Ｎ２と設定する。また、Ｗ’’１内の周波数方向にＮ

１個並んだ物理リソースブロック（ＰＲＢ）を複数個ずつまとめるようにしてＭ１個のサ
ブバンドを構成する。さらに、Ｗ’’２内の周波数方向にＮ２個並んだ物理リソースブロ
ック（ＰＲＢ）を複数個ずつまとめるようにしてＭ２個のサブバンドを構成する。
　なお、ここでは、Ｗ’’１とＷ’’２はガードバンドを考慮した使用帯域幅である。
【０１５１】
　あるいは、予め個別のシステム帯域内の周波数方向の全物理リソースブロック（ＰＲＢ
）数に対してサブバンドの配置方法（サブバンドサイズとサブバンド数（例えば、個別の
システム帯域のＳｅｔＳ（Ｓｅｔ　ｏｆ　Ｓｕｂｂａｎｄｓ）））を決めておき、複数の
システム帯域に対して、個別にこの配置方法を適用する。
　例えば、図２０に示すようなサブバンドの配置方法を決めておく。図２０は、個別のシ
ステム帯域幅（システム帯域ｉ）内で周波数方向のＲＢ数Ｎｉ

ＰＲＢが４個～１０個のと
きは、サブバンドサイズＭｉ

ＳＢは周波数方向に１ＲＢであり、サブバンド数はｃｅｉｌ
［Ｎｉ

ＰＲＢ／Ｍｉ
ＳＢ］（ｃｅｉｌ［＊］は天井関数であり、＊以上である最小の整数

を示す）、すなわち４～１０である。同様に、周波数方向のＲＢ数Ｎｉ
ＰＲＢが１１個～

２０個および２１個～３０個のとき、サブバンドサイズＭｉ
ＳＢはそれぞれ周波数方向に

２ＲＢおよび３ＲＢであり、サブバンド数はｃｅｉｌ［Ｎｉ
ＰＲＢ／Ｍｉ

ＳＢ］、すなわ
ち、それぞれ６～１０および７～１０である。ただし、Ｎｉ

ＰＲＢがＭｉ
ＳＢの倍数でな

い場合には、システム帯域ｉにおけるｃｅｉｌ［Ｎｉ
ＰＲＢ／Ｍｉ

ＳＢ］番目のサブバン
ドのサイズはＮｉ

ＰＲＢ－（ｃｅｉｌ［Ｎｉ
ＰＲＢ／Ｍｉ

ＳＢ］－１）×Ｍｉ
ＳＢとなる

。言い換えると、システム帯域内の周波数方向の全物理リソースブロック（ＰＲＢ）数が
Ｎ１のときは、周波数方向に３つの物理リソースブロック（ＰＲＢ）を並べた帯域となる
サブバンドをＭ１－１個と、２つ（Ｎ１を３で割った余り）の物理リソースブロック（Ｐ
ＲＢ）を並べた帯域となるサブバンドを１個配置する。また、システム帯域内の周波数方
向の全物理リソースブロック（ＰＲＢ）数がＮ２のときは、周波数方向に２つの物理リソ
ースブロック（ＰＲＢ）を並べた帯域となるサブバンドをＭ２－１個と、１つ（Ｎ２を２
で割った余り）の物理リソースブロック（ＰＲＢ）を並べた帯域となるサブバンドを１個
配置するといった配置方法を決めておく。そして、図２１に示すように、システム帯域Ｗ
’’１とシステム帯域Ｗ’’２に対して個別にこの配置方法を適用する。
【０１５２】
　図２１は、本発明の第３の実施形態による無線通信システムが使用するサブバンドの配
置方法の一例を示す図である。図２１において、横軸は時間を示しており、縦軸は周波数
を示している。図２１では、周波数方向に並んだサブバンド＃０、・・・、＃Ｍ１－１、
＃Ｍ１－２、＃Ｍ１、＃Ｍ１＋Ｍ２－２、＃Ｍ１＋Ｍ２－１のそれぞれに、下りリンク参
照信号Ａ０１と物理下りリンクチャネルＡ０２が配置されている。
【０１５３】
　予め個別のシステム帯域内の周波数方向の全物理リソースブロック（ＰＲＢ）数に対し
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て一意にサブバンドのサイズやサブバンドの個数（ＳｅｔＳ）などを設定しておく。そし
て、複数のシステム帯域に対して、個別にこの配置方法を適用して、基地局装置１００か
ら移動局装置２００にシステム帯域毎のＳｅｔＳに関する情報などを通知する。これによ
り、移動局装置２００側で各システム帯域におけるサブバンドの配置を知ることができる
。
　この他の例として、予めＳｅｔＳに対して一意にサブバンドのサイズを設定しておく方
法もある。例えば、図２２に示すようなサブバンドの配置方法を決めておく。図２２は、
すべてのシステム帯域幅内で周波数方向のＲＢ数Ｎａｌｌ

ＰＲＢが４個～１０個のときは
、サブバンドサイズＭａｌｌ

ＳＢはすべてのシステム帯域において周波数方向に１ＲＢで
ある。同様に、周波数方向のＲＢ数Ｎａｌｌ

ＰＲＢが１１個～２０個、２１個～３０個お
よび３１個～４０個のとき、サブバンドサイズＭａｌｌ

ＳＢはそれぞれ周波数方向に２Ｒ
Ｂ、３ＲＢおよび４ＲＢである。このとき、個別のシステム帯域（システム帯域ｉ）にお
けるサブバンド数は、ｃｅｉｌ［Ｎｉ

ＰＲＢ／Ｍａｌｌ
ＳＢ］となる。

　ただし、Ｎｉ
ＰＲＢがＭａｌｌ

ＳＢの倍数でない場合には、システム帯域ｉにおけるｃ
ｅｉｌ［Ｎｉ

ＰＲＢ／Ｍａｌｌ
ＳＢ］番目のサブバンドのサイズはＮｉ

ＰＲＢ－（ｃｅｉ
ｌ［Ｎｉ

ＰＲＢ／Ｍａｌｌ
ＳＢ］－１）×Ｍａｌｌ

ＳＢとなる。
【０１５４】
　以上、４つの例を説明したが、これに限定されるものではない。例えば、異なる複数の
システム帯域内のサブキャリアが１つの物理リソースブロック（ＰＲＢ）および１つのサ
ブバンドに存在しないような物理リソースブロック（ＰＲＢ）の配置およびサブバンドの
配置にするように、複数のシステム帯域を用いる他の方法を使用しても良い。
【０１５５】
　次に、本発明の第３の実施形態による無線通信システムの処理について説明する。
　始めに、基地局装置１００（図１０）の無線部１０３ａ（信号送信部とも称する）は、
複数のシステム帯域Ｗ’’１、Ｗ’’２（図１９（ａ））の各々において、同じ周波数方
向に位置する自然数個のサブバンドにデータを配置した信号と、複数の帯域Ｗ’’１、Ｗ
’’２を特定する情報を含む信号とを、移動局装置２００に送信する。なお、無線部１０
３ａは、複数の帯域Ｗ１、Ｗ２を特定する情報を含む信号を、複数の帯域Ｗ１、Ｗ２のう
ちのいずれかのみを介して移動局装置２００に送信するようにしても良い。
【０１５６】
　そして、移動局装置２００（図１１）の無線部２０３ａ（信号受信部とも称する）は、
複数の帯域Ｗ’’１、Ｗ’’２のいずれかを介して、複数の帯域Ｗ’’１、Ｗ’’２を特
定する情報を含む信号を、アンテナ部Ａ１を介して基地局装置１００の無線部１０３ａか
ら受信し、その複数の帯域Ｗ’’１、Ｗ’’２を特定する情報に基づいて、複数の帯域Ｗ
’’１、Ｗ’’２の各々において、同じ周波数方向に位置する自然数個のサブバンドにデ
ータが配置された信号を、アンテナ部Ａ２を介して基地局装置１００の無線部１０３ａか
ら受信する。
　なお、複数の帯域Ｗ’’１、Ｗ’’２を特定する情報を含む信号を、複数の帯域Ｗ’’
１、Ｗ’’２のうちのいずれかにのみ挿入するようにし、無線部２０３ａが、複数の帯域
Ｗ’’１、Ｗ’’２を特定する情報を含む信号を検知して受信するようにしても良い。
【０１５７】
　そして、移動局装置２００のデータ抽出部２０７ａは、無線部２０３ａが受信した同じ
周波数方向に位置する自然数個のサブバンドにデータが配置された信号を、ＯＦＤＭ復調
部２０６ａを介して取得し、その信号から、基地局装置１００が送信したデータを抽出す
る。
　そして、移動局装置２００のチャネル推定部２０５ａ（図１１）は、無線部２０３ａが
受信した信号に基づいて、複数の帯域Ｗ’’１の各々における自然数個のサブバンドにお
けるチャネル品質を推定する。
【０１５８】
　なお、図２１で述べたように、基地局装置１００の無線部１０３ａは、同じ周波数方向
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に位置する自然数個のリソースブロックの個数に応じて、複数の帯域Ｗ’’１、Ｗ’’２
の各々におけるサブバンドの帯域幅を決定するようにしても良い。また、同じ周波数方向
に位置する自然数個のリソースブロックの個数に応じて、複数の帯域Ｗ’’１、Ｗ’’２
の各々におけるサブバンドの個数を決定するようにしても良い。
【０１５９】
　本実施形態では、複数のシステム帯域を跨ぐようなサブバンドを生じさせないようにサ
ブバンドを配置するため、いずれのサブバンドにおいても、サブバンドの内部で伝搬路特
性は連続となる。サブバンド毎の受信品質測定結果（あるいは所要通信品質を満たす伝送
レートなどの受信品質に関連する指標）を参照することにより、適応的なスケジューリン
グや送信パラメータの設定を行うシステムでは、移動局装置２００で参照信号を用いてサ
ブバンド毎の受信品質測定結果を加工して、基地局装置１００にフィードバックすること
で、伝搬路特性に応じたスケジューリング／送信パラメータ設定を実現する。
【０１６０】
　このときサブバンドの受信品質の精度はサブバンド内の伝搬路特性の分散（ばらつき）
の影響を大きく受ける。すなわち、分散が大きいほど物理チャネル内のそれぞれのリソー
スエレメントにおける受信品質とサブバンドの受信品質との差が大きくなる。サブバンド
内で伝搬路特性が不連続であるとすると、伝搬路特性の分散が大きくなるため、急激に受
信品質測定の精度が低下する。しかしながら、本実施形態では、複数のシステム帯域を跨
ぐようなサブバンドを生じさせないようにサブバンド配置をする。そのため、いずれのサ
ブバンドにおいても、サブバンドの内部で伝搬路特性は連続となり、分散が比較的小さく
なるため、受信品質測定結果の精度を保持することができる。
【０１６１】
　以上、第１～第３の実施形態では、システム帯域が２つの場合について説明したが、こ
れに限定されるものではなく、不連続な複数の帯域を複合的に用いて１つの広帯域なシス
テムであれば、各実施形態を適用することができる。なお、ここでいう不連続な複数の帯
域とは、間にガードバンドを挟むようなシステム帯域も含む。
【０１６２】
　上記の実施形態においては、説明の都合上、基地局装置１００と移動局装置２００とが
一対一の場合を例にとって説明したが、基地局装置１００および移動局装置２００は複数
であっても良い。また、移動局装置２００は、移動する端末に限らず、基地局装置１００
や固定端末に移動局装置２００の機能を実装しても良い。
【０１６３】
　また、以上説明したそれぞれの実施形態において、基地局装置内の各機能や、移動局装
置内の各機能を実現するためのプログラムをコンピュータ読み取り可能な記録媒体に記録
しても良い。そして、この記録媒体に記録されたプログラムをコンピュータシステムに読
み込ませ、実行することにより基地局装置や移動局装置の制御を行っても良い。なお、こ
こでいう「コンピュータシステム」とは、ＯＳや周辺機器等のハードウェアを含む。
【０１６４】
　また、「コンピュータ読み取り可能な記録媒体」とは、フレキシブルディスク、光磁気
ディスク、ＲＯＭ、ＣＤ－ＲＯＭ等の可搬媒体、コンピュータシステムに内蔵されるハー
ドディスク等の記憶装置のことをいう。さらに、「コンピュータ読み取り可能な記録媒体
」とは、インターネット等のネットワークや電話回線等の通信回線を介してプログラムを
送信する場合の通信線のように、短時間、動的にプログラムを保持するもの、その場合の
サーバやクライアントとなるコンピュータシステム内部の揮発性メモリのように、一定時
間プログラムを保持しているものも含む。また上記プログラムは、前述した機能の一部を
実現するためのものであっても良い。さらに、前述した機能をコンピュータシステムに既
に記録されているプログラムとの組み合わせで実現できるものであっても良い。
【０１６５】
　以上、この発明の実施形態について図面を参照して詳述してきたが、具体的な構成はこ
の実施形態に限られるものではなく、この発明の要旨を逸脱しない範囲の設計等も特許請
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求の範囲に含まれる。
【産業上の利用可能性】
【０１６６】
　本発明は、基地局装置がリソースブロックを適切に割り当てることにより、移動局装置
と基地局装置が効率的な通信を行うことができる通信システム、移動局装置、基地局装置
及び通信方法などに適用できる。
【符号の説明】
【０１６７】
１００・・・基地局装置、１０１ａ、１０１ｂ・・・データ制御部、１０２ａ、１０２ｂ
・・・ＯＦＤＭ変調部、１０３ａ、１０３ｂ・・・無線部、１０４・・・スケジューリン
グ部、１０５・・・チャネル推定部、１０６・・・ＤＦＴ－Ｓ－ＯＦＤＭ復調部、１０７
・・・データ抽出部、１０８・・・上位層、２００・・・移動局装置、２０１・・・デー
タ制御部、２０２・・・ＤＦＴ－Ｓ－ＯＦＤＭ変調部、２０３ａ、２０３ｂ・・・無線部
、２０４・・・スケジューリング部、２０５ａ、２０５ｂ・・・チャネル推定部、２０６
ａ、２０６ｂ・・・ＯＦＤＭ復調部、２０７ａ、２０７ｂ・・・データ抽出部、２０８・
・・上位層、３０１・・・物理マッピング部、３０２・・・参照信号生成部、３０３・・
・同期信号生成部、３０４・・・変調部、３０５・・・ＩＦＦＴ部、３０６・・・ＣＰ挿
入部、３０７・・・Ｄ／Ａ変換部、３０８・・・無線送信部、４０１・・・無線受信部、
４０２・・・Ａ／Ｄ変換部、４０３・・・ＣＰ除去部、４０４・・・ＦＦＴ部、４０５・
・・復調部、５０１・・・物理マッピング部、５０２・・・参照信号生成部、５０３・・
・同期信号生成部、５０４－１、５０４－２・・・変調部、５０５－１、５０５－２・・
・ＩＦＦＴ部、５０６－１、５０６－２・・・ＣＰ挿入部、５０７－１、５０７－２・・
・Ｄ／Ａ変換部、５０８－１、５０８－２・・・無線送信部、６０１－１、６０１－２・
・・無線受信部、６０２－１、６０２－２・・・Ａ／Ｄ変換部、２０５ｂ・・・チャネル
推定部、６０３－１、６０３－２・・・バンド毎チャネル推定部、６０４－１、６０４－
２・・・ＣＰ除去部、６０５－１、６０５－２・・・ＦＦＴ部、６０６－１、６０６－２
・・・復調部、Ａ１、Ａ２・・・アンテナ部
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